
節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

1 1 3 パッケージ化した地域づくりの取組 パッケージ化した地域づくりの取組等 まちづくり交付金の現在の要件を想定
した表現と思われるが、今後の拡充を
見越した表現に(含みを持たせる)

整備局 意見を反映しています。 1

1 2 2

上記の歴史・文化資産の価値が十分発揮さ
れるよう、周辺地域と一体となった地域づくり
を展開する。

上記の歴史・文化資産の価値が十分発揮さ
れるよう、周辺地域と一体となった地域づくり
を展開するとともに、各地域の取組を連携さ
せ、圏域全体で活用する。

原案では、歴史、文化資産が存在する
地域とその周辺に限られた取組である
が、例えば「歴史街道」の取組のよう
な、歴史、文化資産をつなぐ取組を推
進することが必要であると考えられるた
め。（観光面での文化・歴史資産の連
携については（３）で述べられている）

三重県 意見を反映しています。 2

1 2 3 重点的に歴史的施設の復元や歴史的
風致をもつまちづくり等を推進する地
区については、例えば、「国営飛鳥・
平城宮跡歴史公園（仮称）」のように面
的に国営公園や都市公園として指定
R.US@ し、地域づくりを支援する。

重点的に歴史的施設の復元や歴史的
風致をもつまちづくり等を推進する地
区については、面的に都市公園として
指定するなどし、地域づくりを支援す
る。

歴史新法の重点地区の指定等も想定
されるため

整備局 意見を反映しています。 3

1 2 6 質にこだわった本物の伝統文化やも
のづくりを体験する機会を提供するこ
とにより、世代を超えて関西の魅力を

世代を超えて関西の魅力を伝えていく
ために、質にこだわった本物の伝統文
化やものづくりを体験する機会を提供

文言の並び替え。○○するために○
○するの表現に変更。 整備局 意見を反映しています。 4

1 2 7

〔追加〕
⑦地域の伝統工芸技術や文化芸能を
披露する機会や、地域の歴史・文化、
建築技術を伝える古民家の再生を支
援する仕組みをつくる。

⑤では公共施設に触れているが、地
域の歴史文化の保全・継承・活用には
個人所有の古民家の再生が不可欠で
ある。
また、施設整備だけでなく、伝統文化

兵庫県 意見を反映しています。 5

1 3 1 近畿圏全体 ・表題は近畿圏、第１部及び２部では
関西が主語で、範囲の定義が理解し

整備局
別途整理事項として考えていま
す。 6

1 3 1 行政界を越えた広域的な観光に係る
課題に関し、近畿圏共通の観光戦略
を展開し、近畿圏全体で国際観光圏
域を形成する。

行政界を越えた近畿圏の各地域が持
つ観光資源や瀬戸内海を通じた他圏
域と共有する観光資源を活用、連携
し、近畿圏全体及び周辺圏域も含め
た国際観光圏域を形成する。

古くより国内外の著名人に賞賛されて
きた瀬戸内海という資産の活用につい
て、各地域において国際観光都市を
目指した活動が行われており、近畿圏
の魅力を高めるためには、圏域内だけ
でなく、他圏域と連携して魅力を高め
ていくことが必要であるため

整備局
関係機関の意見を踏まえ修正
しています。

7

1 3 2の次 欠落

「③近畿圏の各地域や近畿圏に隣接
する地域がもつ観光資源を連携し、一
体となってPRすることにより、観光地相
互の魅力を高め相乗効果を発揮させ

第３回検討会議（H19.10.22）で提示さ
れた「戦略及び事業・制度のアイデア」
の③を追加し、グレーター近畿での観
光振興の視点を入れるべき。

鳥取県 意見を反映しています。 8

1 3 タイトル 国際観光圏域の形成 広域・国際観光圏域の形成 国内観光も入れるべき。 鳥取県 意見を反映しています。 9

意見照会①　　『第３部　戦略』に関して修正及び追加の提案があれば記載してください。

意見集約（全体） 参考資料１

1



節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

2 1 1 ①各地域に集積する高度かつ多様な
産業や研究施設等の経済的基礎ポテ
ンシャルを（略）

①各地域に集積する高度かつ多様な
産業や研究施設等の経済的基礎ポテ
ンシャルの拠点性を高めるとともに、

拠点整備の必要性を明確化するため
整備局

206の意見に含まれるものとし
て、修正します。

10

2 1 1 （略）交通・情報通信ネットワークにより
有機的に結び、相互の連携強化を図
り、（略）

（略）交通・情報通信ネットワークにより
有機的に結ぶとともに、慢性的な渋滞
対策等の対策も講じ、相互の連携強
化を図り、（略）

新たな交通ネットワークの整備だけで
はなく、現在の交通ネットワークが抱え
る課題も解消する必要があるため

整備局 意見を反映しています。 11

2 2 1 構築する 構築し、情報発信力を高める。 組織化だけでなく、何をするかを記載
整備局

209の意見に含まれるものとし
て、修正します。

12

2 3 1 （略）１３００年記念事業（略） （略）１３００年祭（略） 表現の適正化 整備局 意見を反映しています。 13

2 3 2

政治首都である東京に対し、関西は圏
域全体で日本の文化首都となることを
目指し、各種文化施設の整備を推進
するとともに、文化に関係する国の機
関の誘致を図る。

各種文化施設の整備を推進し、文化
に関係する国の機関の誘致を図ること
で、圏域全体で文化首都となることを
目指すとともに、国会における検討状
況を踏まえつつ、首都機能移転のた
めの取り組みを進める。

・国会等の移転については、全国計画
の原案にも記載されているとおりであ
り、その移転候補地を含む地域である
近畿の計画にも当然記載すべきであ
ると考えるため。
・文化に関係する国の機関の誘致に
ついては、三重・畿央地域への首都機
能移転の一環としてとらえており、移転
決定、新都市や高速交通網の整備等
でかなりの期間を要することから、三重
畿央地域の移転に先行して行われる
ものというのが、三重・畿央４府県（奈

奈良県

首都機能移転については「国
会等の移転に関する法律」に
基づき移転先候補地等に関す
る国会等移転審議会答申を受
けて、現在、国会において検討
が行われており、今後の国会に
おける検討の方向等を踏まえ
る必要があるため、原案どおり
とします。

14

2 4 1 新名神自動車道等
新名神自動車道や鳥取・豊岡・宮津
自動車道等の日本海側の幹線道路

日本海側の動脈は、ネットワークの観
点から重要。

鳥取県
個別事業名等は、今回反映し
ておりません。 15

2 4 1

新名神自動車道等の高速交通ネット
ワークの整備や料金施策による本州
四国連絡道路等の有効活用によ
り、･･･

新名神自動車道等の高速交通ネット
ワークの整備や料金施策による有料
道路の有効活用により、･･･

料金施策による道路の有効活用につ
いては、「本州四国連絡道路」に限定
せず、圏域内すべての有料道路を対
象とするため。

奈良県 意見を反映しています。 16

2 4 1 新名神自動車道 新名神高速道路 名称修正 三重県
個別事業名等は、今回反映し
ておりません。

17

2 4 2 追記 瀬戸内海の海上交通網を整備し活用
することにより、瀬戸内海沿岸の他圏
域と一体となった大交流圏域を形成す
る。

過去より現在に至るまで海上交通は近
畿圏を含めた瀬戸内海諸地域におい
て、生活・経済を支える重要な移動・
交流手段であり、引き続き、広域的な
取組が必要であるため

整備局 意見を反映しています。 18

2 5 1

①首都圏が大規模な被害を受けた場
合に、金融、通信等の日本を支える中
枢機能が支障なく継続的に機能できる
よう、民間企業のバックアップ施設の
誘致を進める。

①首都圏が大規模な被害を受けた場
合に、国会、行政、経済金融、通信等
の日本を支える中枢機能が支障なく
継続的に機能できるよう、国の在関西
出先機関は、各省ＢＣＰの策定等を通
じて積極的にバックアップ体制の整備
を図る。
②円滑なバックアップを行うために、情
報通信基盤や物流中枢機能等、代替
機能を果たしうる既存インフラの整備・
充実を図る。
③首都圏に本社等がある民間企業等
に対して、関西におけるのバックアップ
機能の整備を働きかける取組を進める

「首都直下地震対策大綱」では、首都
中枢機関とは「政治、行政、経済」の枢
要部分を担う機関であり、金融、通信
に限定されたものではない。
国会・行政中枢機能の継続は国家の
責務であり、国がバックアップに必要な
諸整備を行う場合に、ポテンシャルの
高い関西にある地方支分部局等は積
極的に協力すべきである。
バックアップ体制は、ソフト・ハード両
方の整備が必要であり、施設誘致に
限ったものではない。

兵庫県 意見を反映しています。 19
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節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

2 5 1

①首都圏が大規模な被害を受けた場
合に、金融、通信等の日本を支える中
枢機能が支障なく継続的に機能できる
よう、民間企業のバックアップ施設の
誘致を進める。

①首都圏が大規模な被害を受けた場
合に、国会、行政、経済金融、通信
等の日本を支える中枢機能が支障な
く継続的に機能できるよう、国の在関
西出先機関は、各省ＢＣＰの策定
等を通じて積極的にバックアップ
体制の整備を図る。
②円滑なバックアップを行うため
に、情報通信基盤や物流中枢機能
等、代替機能を果たしうる既存イ
ンフラの整備・充実を図る。
③首都圏に本社等がある民間企業
等に対して、関西におけるのバック
アップ機能の整備を働きかける取組
を進める施設の誘致を進める。

「首都直下地震対策大綱」では、首都
中枢機関とは「政治、行政、経済」の枢
要部分を担う機関であり、金融、通信
に限定されたものではない。
国会・行政中枢機能の継続は国家の
責務であり、国がバックアップに必要な
諸整備を行う場合に、ポテンシャルの
高い関西にある地方支分部局等は積
極的に協力すべきである。
バックアップ体制は、ソフト・ハード両
方の整備が必要であり、施設誘致に
限ったものではない。

京都府 意見を反映しています。 20

2

新規項目提案 第２節 首都圏とは異なる多様な価値
が集積する日本のもう一つの中心核
　（３）文化をはじめとした首都圏域の
形成
　　　②政治首都である東京に対し、各
種文化施設の整備を推進し、文化に
関係する国の機関の誘致を図ること
で、園域全体で日本の文化首都となる
ことを目指すとともに、国会における検
討状況を踏まえつつ、首都機能移転
のための取組を進める。

国会等の移転については、平成２年の
衆参両院での決議を経て、平成４年に
法律が制定され、平成１１年の国会等
移転審議会答申においては、「三重・
畿央地域」等が移転先候補地として選
定された。
　国会等の移転は、東京一極集中の
是正や国土の災害対応力の強化の観
点からその意義や必要性は失われて
おらず、全国計画においても「現在、
国会においてその検討が進められて
いるところであるので、この検討の方向
等を踏まえる必要がある。」と記述され
ていることから 移転の実現に向けた

三重県

首都機能移転については「国
会等の移転に関する法律」に
基づき移転先候補地等に関す
る国会等移転審議会答申を受
けて、現在、国会において検討
が行われており、今後の国会に
おける検討の方向等を踏まえ
る必要があるため、反映してお
りません。

21

3 1 技術研究開発助成制度、新技術開発
支援の推進。

産官学連携の技術開発について進め
ているので追記してはどうか。

整備局
具体の取り組み内容をお示し
頂ければ反映します。 22

3 1 追加
別添のとおり関西文化学術研究都市
の記述を追記

関西文化学術都市は筑波と共に我が
国の研究開発拠点として大阪、奈良、
京都の２府１県及び関西経済界等で
の取り組みであるため

京都府 意見を反映しています。 23

3 1 追加
別添のとおりアジアの先進的サイエン
スパークとの研究交流等の記述を追
記

新産業の創出のためには海外のサイ
エンスパークとの研究交流等も効果が
ある（関西文化学術研究都市では、中
国中関村との環境分野等で研究交流

京都府 意見を反映しています。 24

3 2 追加
別添のとおり近畿各地にある、学術研
究都市の広域的連携の記述

各地域で学術研究都市が個別に活動
しており、近畿にとって連携した取組
が必要なため

京都府 意見を反映しています。 25

3 3 1 ①各地域に集積する高度かつ多様な
産業や研究施設等の経済的基礎ポテ
ンシャルを（略）

①各地域に集積する高度かつ多様な
産業や研究施設等の経済的基礎ポテ
ンシャルの拠点性を高めるとともに、

拠点整備の必要性を明確化するため
整備局 意見を反映しています。 26

3 3 1 （略）交通・情報通信ネットワークにより
有機的に結び、相互の連携強化を図
り、（略）

（略）交通・情報通信ネットワークにより
有機的に結ぶとともに、慢性的な渋滞
対策等の対策も講じ、相互の連携強
化を図り、（略）

新たな交通ネットワークの整備だけで
はなく、現在の交通ネットワークが抱え
る課題も解消する必要があるため

整備局 意見を反映しています。 27
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節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

3 3 3 これまでの都市計画を見直し(略） 削除　又は
ゾーニング計画を策定し、都市計画、
港湾計画の適正な見直し等々

「これまでの都市計画を見直す」との
意味が不明確であるため 整備局 意見を反映しています。 28

3 4 1 圏域内外の… コンテナターミナル周辺への物流機能
の集積による高度で大規模な臨海部
物流拠点の形成及び圏域内外の…

近畿圏の国際競争力強化の観点よ
り、より高度化した臨海部物流拠点の
整備が必要であるため

整備局 意見を反映しています。 29

3 4 1 物流にかかるドアtoドアのトータル時
間・トータルコストを徹底的に削減す
る。

物流にかかるドアtoドアのトータル時
間・トータルコストを徹底的に削減する
ことなどにより、国際競争力を有する圏
域を形成する。

他の文章と調整をとるため、取組の目
的を明記 整備局 意見を反映しています。 30

3 4 1
圏域内外の物流拠点や生産拠点間を
結ぶ世界標準に対応した

圏域内外の物流拠点や生産拠点間を
結ぶ国際標準コンテナに対応した

H20本省白パンに文言の整合 整備局 意見を反映しています。 31

3 4 2 北東アジアと関西を最短で結ぶ物流
ネットワークを構築するため、舞鶴港
や京都縦貫自動車等の交通基盤の整
備を図る。

近畿圏における産業全体としての発
展を目指すため、日本海沿岸等各地
域の港それぞれの優位性を生かし、
北東アジアやロシア等と関西を最短で
結ぶ物流ネットワークを構築するた
め、舞鶴港や京都縦貫自動車等の交

国際物流戦略チーム（関経連等の産
業界及び学会、自治体などで構成）の
提言及び全国計画において、大阪湾
諸港以外の各地域の港湾とアジア、ロ
シア等の極東諸港の密接な連携の必
要性が盛り込まれているため。

整備局 意見を反映しています。 32

3 4 2
北東アジアと関西を最短で結ぶ物流
ネットワークを構築するため、舞鶴港
や京都縦貫自動車等の交通基盤の整

北東アジアと関西を最短で結ぶ物流
ネットワークを構築するため、舞鶴港
や京都縦貫自動車道等の交通基盤の

脱字　「道」 整備局
個別事業名（京都縦貫自動車
道）は今回削除したため、ご意
見は反映しておりません。

33

4 （３） ③ 廃棄物処理場を確保するため、現在
の大阪湾フェニックス計画に代わり、ご
みを排出するすべての自治体で費用
負担する新たな制度を創設する。

近畿圏の安定した廃棄物処理場を確
保するため、大阪湾フェニックス計画
による海面処分場の整備を図る。

原案に基づく新たな制度の創設に向
けた方向性はまだ明言はできない、
よって本原案ついては修正する。

整備局

58の意見に含まれるものとし
て、修正します。

34

3 4 2 舞鶴港 舞鶴港等の日本海側の港湾
アジアゲートウェイを担う日本海側の
港湾を幅広く読めるように工夫

鳥取県
個別事業名（舞鶴港）は今回削
除したため、ご意見は反映して
おりません。

35

3 4 2

北東アジアと関西を最短で結ぶ物流
ネットワークを構築するため、舞鶴港
や京都縦貫自動車等の交通基盤の整
備を図る。

北東アジアと関西を最短で結ぶ物流
ネットワークを構築するため、京都舞
鶴港や京都縦貫自動車等の交通基盤
の整備を図る。

正しい表記に修正 京都府

個別事業名（舞鶴港）は今回削
除したため、ご意見は反映して
おりません。 36

3 4 3 阪神港における国際コンテナターミナ
ルの整備を促進し港湾機能の強化を
図るとともに、ポートオーソリティの設立
に等により港湾機能の一体化・効率化

阪神港における国際コンテナターミナ
ルの整備を促進し港湾機能の強化を
図るとともに、ポートオーソリティの設立
に向けた港湾機能の一体化・効率化

国際物流戦略チームの提言を踏まえ
て、表現を修正 整備局

137､135の意見に含まれるもの
として、修正します。

37

4 (４) ② 追加 森・川・海のネットワークを通じて、美し
く親しみやすい豊かな大阪湾を回復
し、自然と共生した京阪神都市圏を形
成する。

流域圏のみでなく、海域まで含めたマ
ネジメントとして、都市再生プロジェクト
に位置づけられた大阪湾再生につい
て、記載する必要がある。

整備局 意見を反映しています。 38

3 4 3

（②と③の間に追加）
③東アジア交流圏の形成に向け、資
　源、物流、交通等の重要性が増して
　いる日本海沿岸地域相互の連携・交

流を強化する。

日本海ゲートウェイとしての機能強化
のためには、日本海と京阪神地域をつ
なぐことに加えて、環日本海側のネット
ワーク整備も必要不可欠

兵庫県 意見を反映しています。 39
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節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

3 4 4

我が国初の24時間空港である関西国
際空港２期事業において、国際貨物
ターミナルの整備とあわせ、埋め立て
地に多機能集約型物流拠点を整備す
ることで、我が国の国際航空物流に関
する一大基地を形成する。

我が国初の完全24時間空港である関
西国際空港を、国際貨物ハブ空港とし
て最大限に活用するため、早急に二
期島へ物流施設の展開を図り、多様
な物流ニーズに対応した総合物流拠
点を構築する。

国際物流戦略チーム　提言　に文言を
あわせるため

航空局 意見を反映しています。 40

3 4 4
我が国初の２４時間空港である関西空
際空港２期事業において、・・・

我が国初の２４時間空港である関西国
際空港２期事業において、・・・

誤字 奈良県
40の意見に含まれるものとし
て、修正します。

41

3 4 5 追加 大阪湾ベイエリア等の臨海部立地産
業の国際競争力強化を図るため、多
目的国際ターミナルの高度化による地
域産業の活性化・立地促進を図る臨
海部産業エリアを形成する。

近畿圏を「アジアをリードする世界に冠
たる創造・交流拠点」とするためには、
大阪湾ベイエリア等の臨海部立地産
業の国際競争力の強化は重要である
ため

整備局 意見を反映しています。 42

3 5 2 差し替え 各地域において高度かつ多様な産業
や研究施設、教育施設等の集積を図
り、経済的基礎ポテンシャルを引き上
げる拠点を形成していく。
特に、大阪駅北地区では、関西の核と
して国内・アジア・世界とのビジネス交
流の拠点として「ナレッジ・キャピタル」
（知的創造拠点）の整備を図っていく。

彩都や東部新都心、吹田等の拠点整
備も人材育成・交流拠点として重要な
ため

整備局 意見を反映しています。 43

3 5 3
アジアに関する情報をすべて扱う
「アジア太平洋地域に関する研究
機関（仮称）」・・・

アジア太平洋地域に関する情報を
すべて扱う「アジア太平洋地域に
関する研究機関（仮称）」・・・

対象地域は、アジアに留まら
ず、アジア太平洋地域であるため

関西経済
連合会

意見を反映しています。 44

3 　
広域ブロック間の連携強化（追加の提
案）

全国計画では、ブロックの枠を
超えた連携の必要性が指摘されてい
るため

関西経済
連合会

具体の取り組み内容をお示し
頂ければ反映します。 45

4 1 1
地球温暖化問題に対して、圏域全体
のCO2発生量の目標値を定め、圏域
全体でマネジメントする。

削除
各圏域が独自に目標値を設定
するものではなく、全国レベル
で検討すべきものであるため

関西経済
連合会

146の意見に含まれるものとし
て、修正します。

46

4 1 1
地球温暖化問題に対して、圏域全体
のCO２発生量の目標値を定め、圏域
全体でマネジメントする。

＊意見
既存制度（京都議定書）との関係をど
のように整理すべきかが未解決の問題
であると考えます。また、どのような手
続きと調査を背景に圏域としての目標
値を設定し、かつ、どのような法的制
度によりそれをマネジメントすべきかに
ついて、どのようにお考えでしょうか。
なお、各府県が圏域として独自の取組
を行うために自ら定める趣旨の計画で
あれば、当省として何ら異を唱えるもの
ではなく、可能な支援をしたいと考えま

近畿地方
環境事務
所

圏域独自の取組として提案し
たもので、実現に向けて十分な
議論が必要と考えています。

47

4 1 1
地球温暖化問題に対して、圏域全体
のCO２発生量の目標値を定め、圏域
全体でマネジメントする。

問題提起
・圏域全体のマネジメントを行う仕組み
づくり（実施主体、目標値の設定、各
構成団体の合意形成など）が可能な
のか。

各県は、排出係数の取り方、基準年
度、森林吸収源の算入の有無など、排
出量算定方法を異にするため、単純
比較が困難であり、圏域全体のマネジ
メントが可能かどうか疑問がある。

奈良県
146の意見に含まれるものとし
て、修正します。

48
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節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

4 1 2

水と緑のネットワークを形成するため、
官民が連携して森林整備を行うととも
に、都市内における屋上緑化や公共
空間の緑化、臨海部や都心部におけ
る「都市の森」の整備、生態系に配慮
した水辺空間の整備等を行う。

水と緑のネットワークを形成するため、
官民が連携して森林整備を行うととも
に、都市内における屋上緑化や公共
空間の緑化、臨海部や都心部におけ
る「都市の森」の整備、生態系に配慮
した水辺空間の整備等を推進する。

屋上緑化や公共空間の緑化について
は、官だけでなく民の取り組みが大き
く、公共事業だけでは実施できないた
め。

兵庫県 意見を反映しています。 49

4 1

＜追加＞ ②地球温暖化問題に対する知識の普
及・啓発を行い、官民一体となった温
暖化防止対策を進める

地球温暖化防災対策については、
“公”の取り組みも重要であるが、住民
一人一人がこれを理解し行動に移す
ことが重要であるため。

大阪管区
気象台

意見を反映しています。 50

4 2 1

環境負荷の少ないライフスタイル・企
業経営への転換を図るため、公共交
通機関の利用促進や自動車の流入規
制、有料道路の料金施策等を図る。

＊意見
有料道路の料金施策等については、
特定有料道路への騒音・大気汚染の
集中、ないし、一般道でのそれら環境
悪化の全体的が増加などの影響も想
定されるため、必要な調査（シミュレー
ション）を前提とすべきかと思います。

近畿地方
環境事務
所

ご意見を踏まえ、今後戦略の
具体化を図りたいと考えていま
す。なお、調査内容等につい
ては必要に応じてご教示頂きま
すようご協力お願いします。

51

4 2 1

環境負荷の少ないライフスタイル・企
業経営への転換を図るため、公共交
通機関の利用促進や自動車の流入規
制、有料道路の料金施策等を図る。

環境負荷の少ないライフスタイル・企
業経営への転換を図るため、省エネ
製品への利用促進を図るとともに、公
共交通機関の利用促進や自動車の流
入規制、有料道路の料金施策等を図

環境負荷の少ないライフスタイル・企
業経営への転換を図るためには、個
人・企業への省エネへの取り組みは欠
かせない。

奈良県 意見を反映しています。 52

4 2 2 【追加】 公共用水域への影響を低減するた
め、下水道の高度処理化や合流式下
水道の改善等を進める。

近畿管内では琵琶湖や大阪湾と閉鎖
性水域があり、汚水処理対策が急務
なため

整備局 意見を反映しています。 53

4 3 1
ごみ処理の有料化等により、ごみを削
減する。

発生抑制（リデュース）・再利用（リユー
ス）の一層の促進により、ごみを削減
する。

家庭系一般廃棄物の有料化を指して
いるのであれば、近畿で排出量が多
いのはむしろ事業系一般廃棄物で
あって、家庭系を有料化すれば排出
量が望ましいレベルまで削減されるわ
けではないため、例として不適当。ま
た、一般廃棄物の処理責任は一義的
には市町村にあり、最適な施策の選択
権限は基本的に市町村にあるため、
市町村の権限に属する施策を「勝手
に」決めつけることは配慮を欠く（政令
市や市町村会側から提案があったなら
ばともかく）。なおかつ、元の記述では
産業廃棄物の削減について何ら言及

近畿地方
環境事務
所

意見が反映しておりますが、相
反する意見があり調整が必要。

54

4 3 2 現在の大阪湾フェニックス計画に変わ
り、・・・新たな制度を創設する。

（関係部署にご確認ください） 計画はなくなるのでしょうか。見直しで
すか？新規の制度を作るのは誰？

整備局
58の意見に含まれるものとし
て、修正します。 55

4 3 2 バイオ燃料等へのリサイクルを促進す
るため、食品残渣（ざんさ）や廃食油・
建設廃材等を回収する静脈物流シス
テムを構築する。

バイオ燃料等へのリサイクルを促進す
るため、食品残渣（ざんさ）や廃食油・
建設廃材等の循環資源について、そ
の資源の性質に即した望ましい方法・
規模で３Ｒを促進するため、リサイクル
ポート等による静脈物流ネットワークを

循環システムについて、リサイクルに限
定されるものではなく、全国計画に記
載されている３Ｒ（リデュース、リユー
ス、リサイクル）の考え方を追加

整備局 意見を反映しています。 56
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節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

4 3 3 【追加】 ④下水道処理場等において、未利用
エネルギーの活用や再資源化をすす
める。

汚泥の再資源化や未利用エネルギー
の活用も下水道事業の重点施策であ
り、近畿管内の公共団体は先進的に
取り組んでいるため

整備局 意見を反映しています。 57

4 3 3 廃棄物処理場を確保するため、現在
の大阪湾フェニックス計画に代わり、ご
みを排出するすべての自治体で費用
負担する新たな制度を創設する。

廃棄物及び社会基盤整備で発生する
土砂等を適正に処分するため、大阪
湾フェニックス計画等を推進する。

循環型社会の構築に必要なため、大
阪湾フェニックス計画等の推進につい
て記載する必要があるため。
「新たな制度を創設する」と記載されて
いるが、方向性が決まっていないため
文面を修正した。

整備局

意見を反映しています。

58

4 3 3

廃棄物処理場を確保するため、現在
の大阪湾フェニックス計画に代わり、ご
みを排出するすべての自治体で費用
負担する新たな制度を創設する。

＊意見
具体的なイメージがわきませんので、
ひとまず質問です。
(一)「現在の大阪湾フェニックス計画に
代わり」とありますが、現在の大阪湾
フェニックス計画は現行制度（又はそ
れに近い形）で残しつつ、それとは別
に法制度を整備するという意図でしょう
か。　　　　　　　　　　　(二)「ごみを排出
するすべての自治体で費用負担する」
とありますが、初期投資の部分（護岸
工事等）での費用分担をお考えでしょ
うか、それとも、維持管理の部分（搬入
料金）での費用分担をお考えでしょう
か。
(三)ちなみにこの文案については、ど

近畿地方
環境事務
所

58の意見に含まれるものとし
て、修正します。

59

4 4 1 琵琶湖・淀川流域圏や大阪湾等広域
的な水管理が必要な流域圏において
生態系や水循環を総合的に管理する
ため、水循環や水質汚濁等のメカニズ
ムを解明するとともに、多様な主体が
参画した流域管理体制を構築する。

琵琶湖・淀川流域圏や大阪湾・瀬戸
内海等広域的な水管理が必要な流域
圏・海域において生態系や水循環を
総合的に管理するため、水循環や水
質汚濁等のメカニズムを解明するとと
もに、多様な主体が参画した流域・海
域の管理体制を構築する。

大阪湾を含む瀬戸内海は閉鎖性水域
であり、関係する他圏域と一体となっ
た環境改善を行うことが必要であり、連
携することで意識の高揚が期待できる
ため

整備局 意見を反映しています。 60

4 4 1 健全な水循環の管理 健全な生態系・水循環の管理 大阪湾を含む瀬戸内海は閉鎖性水域
であり、関係する他圏域と一体となっ
た環境改善を行うことが必要であり、連
携することで意識の高揚が期待できる

整備局 意見を反映しています。 61

4 4 1

琵琶湖・淀川流域圏や大阪湾等広域
的な水管理が必要な流域圏において
生態系や水循環を総合的に管理する
ため、水循環や水質汚濁等のメカニズ
ムを解明するとともに、多様な主体が
参画した流域管理体制を構築する。

琵琶湖・淀川流域圏や瀬戸内海大阪
湾等広域的な水管理が必要な流域圏
において生態系や水循環を総合的に
管理するため、水循環や水質汚濁等
のメカニズムを解明するとともに、多様
な主体が参画した流域管理体制を構
築する。
加えて、瀬戸内海については、豊かで
美しい里海として再生するため、藻場・
干潟等の浅場の整備、養殖場・魚礁
の整備 底質の改善 養浜事業の実

瀬戸内海沿岸域の31府県知事・市長
で組織する瀬戸内海環境保全知事・
市長会議（議長：兵庫県知事）では、
平成16年度から、瀬戸内海を再生す
るための新たな法整備に向けた各種
取組を実施している。
さらに、昨年６月に「21世紀環境立国
連略」が閣議決定され、「豊饒の里海
の創生」等を図ることが盛り込まれたた
め。

健康生活
部水質課

意見を反映しています。 62
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節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

4 4 2 健全な水循環の管理 健全な流域管理

4節のテーマである「人と自然が共生
する持続可能な世界的環境先進圏
域」とするためには流域管理の考え方
を明確にする必要がある

近畿地方
環境事務
所

意見を反映しています。 63

4 5 1

生物多様性が確保された健全な自然
環境の維持・再生を図るため、公共事
業等地域の開発を行う際にビオトープ
の整備や在来種による緑化を実施す
る等、自然環境に対して徹底的に配
慮する。

生物多様性が確保された健全な自然
環境の維持・再生を図るため、公共事
業など開発を行う際には、地域の自然
環境の改変を必要最小限に抑えるとと
もに、ビオトープの整備や在来種によ
る緑化を行う等、自然環境に対し、徹

自然環境の改変を必要最小限に抑え
ることが生物多様性の保全には必要
であるため

近畿地方
環境事務
所

意見を反映しています。 64

4 5 1

＊意見
水質管理の観点からは、「琵琶
湖・淀川流域圏や大阪湾等につい
て広域的な水管理が必要」という
認識は共通しているものと考えま
すが、全く同様の考え方に基づく
既存制度（水質汚濁防止法に基づ
く総量規制制度）との関係をどの
ように整理するのでしょうか。ま
た、そうした「水循環や水質汚濁
等のメカニズム解明」や「多様な
主体が参画した流域管理体制」
は、具体的にはどのような体制の

近畿地方
環境事務
所

左記の取り組み等を包括する
ような取り組みと考えており、今
後、戦略を進めるにあたり、調
整方法、調整事項等ございまし
たら、ご教示頂きますようご協
力お願いします。

具体の取組体制等は今後検討
したいと考えています。

65

4 5 2 臨海部や都心部における「都市の森」
の整備、生態系に配慮した水辺空間
の整備等を行う。

臨海部や都心部における「都市の森」
の整備や運河の再生、生態系に配慮
した水辺空間の整備等を行う。

「運河」を核とした魅力ある地域づくり
への取り組みとして、近畿圏では尼崎
運河及び咲洲キャナルが平成１９年４
月13日にプロジェクトとして一次認定さ
れ、兵庫運河が平成20年1月29日に
二次認定されており、近畿圏において
重要な施策であるため（冬柴大臣認

整備局 意見を反映しています。 66

4 5 2

水と緑のネットワークを形成するため、
官民が連携して森林整備を行うととも
に、都市内における屋上緑化や公共
空間の緑化、臨海部や都心部におけ
る「都市の森」の整備、生態系に配慮
した水辺空間の整備等を行う。

4節（４）①に移動
・上流域から下流域に至る流域圏を単
位とした生態系ネットワークを形成し、
健全な水循環を確保するため、優れた
自然環境の保全・再生、官民が連携し
た森林整備、都市内における屋上緑
化や公共空間の緑化、臨海部や都心
における「都市の森」の整備、生態系
に配慮した水辺空間の整備等を連携
して行う。

・流域を単位とした管理の項目とするこ
とが適当
・「人と自然が共生する持続可能な世
界的環境先進圏域」とするためには流
域圏を単位として多様な生態系を結
ぶ「生態系ネットワーク」構築が必要で
あるため。

近畿地方
環境事務
所

意見を反映しています。 67

4 5 2
官民が連携して、森林整備を行うととも
に、

官民が連携して、森林や緑地の整備
を行うとともに、

水と緑のネットワークを形成するために
は、森林だけではなく緑地の整備を推
進する必要があるため。

兵庫県 意見を反映しています。 68

4 5 2

水と緑のネットワークを形成するため、
官民が連携して森林整備を行うととも
に、都市内における屋上緑化や公共
空間の緑化、臨海部や都心部におけ
る「都市の森」の整備、生態系に配慮
した水辺空間の整備等を行う。

水と緑のネットワークを形成するため、
官民が連携して森林整備や生態系に
配慮した水辺空間の整備を行うととも
に、都市内における屋上緑化や公共
空間の緑化、臨海部や都心部におけ
る「都市の森」の整備等を行う。

生態系に配慮した水辺空間の整備に
ついて、臨海部や都市部に限られると
も読み取れるため。 三重県 意見を反映しています。 69
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節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

4 5 （追加）

生物多様性が確保された健全な自然
環境の保全・再生を図るため、国立公
園等の優れた自然環境の保全、希少
野生生物の保護、過去に損なわれた
生態系等の自然環境を修復・復元を
図るとともに、里地里山等の二次的自
然環境や都市域に残された自然環境
の保全、外来種の防除等を適切に進

４節（５）①にいう「生物多様性が確保
された健全な自然環境の維持・再生」
には、多様な生態系（優れた自然環
境、里地里山等の二次的自然環境
等）の保全、希少種の保全、外来種の
防除等総合的な取組が必要であるた
め。

近畿地方
環境事務
所

意見を反映しています。 70

4

新規項目提案 健全な土砂管理
　新宮川水系等広域的な土砂管理が
必要な流砂系において、土砂の移動
を総合的に管理するため、多様な主
体が参画した土砂管理体制を構築す
る。

熊野川河口左岸側に位置する七里御
浜海岸（通称）は、これまでの様々な
人為的行為により海岸への土砂の供
給量が減少しため、海岸線の侵食が
著しく安全・安心の面から早急な対策
が求められているが、海岸部のみで対
応するには限界がある。また、当海岸
は世界遺産「熊野古道　浜街道」とし
て登録されており、文化財保護の観点
からも 流砂系全体としての抜本的な

三重県 意見を反映しています。 71

5 1 1

都市と自然の魅力を同時に享受でき
る関西の特性を最大限に発揮するた
め、圏域が有する貴重な自然の保全
を図るとともに、京阪神都市圏と日本
海側や紀伊半島を結ぶ交通ネット
ワークや必要な情報ネットワーク等を
整備することにより、多様な人・モノ・
情報等の都市と農山漁村の往来を支

都市と自然の魅力を同時に享受でき
る関西の特性を最大限に発揮するた
め、圏域が有する貴重な自然の保全
を図るとともに、京阪神都市圏と日本
海側や紀伊半島を結ぶ交通ネット
ワークや必要な情報通信ネットワーク
等を整備することにより、多様な人・モ
ノ・情報等の都市と農山漁村の往来を

第３部中の文章表現を考慮して、情報
通信ネットワークと表現するのが望ま
しい。

近畿総合
通信局

意見を反映しています。 72

5 1 1

京阪神都市圏と日本海側や紀伊半島
を結ぶ交通ネットワークや・・・を整備
することにより、多様な人・モノ・情報等
の都市と農産漁村の往来を支える。

京阪神都市圏や首都圏等人口集積
地域と日本海側や紀伊半島を結ぶ交
通ネットワークや・・・を整備することに
より、多様な人・モノ・情報等の都市と
農産漁村の往来を支える。

都市と農産漁村の交流を促進するた
めには、都市部は京阪神都市圏のみ
に限定せず、より大きな人口集積地で
ある首都圏との交流も対象とすべき。

兵庫県

都市と自然同時に享受できる
近畿の特性を活かす戦略であ
り、京阪神都市圏と考えていま
す。

73

5 3 1 公共交通ネットワークの整備により
公共交通、道路ネットワークの整備に
より

周辺地域との連携には道路ネットワー
クも必要と考えられるため

兵庫県 意見を反映しています。 74

5 3 2 差し替え 将来を見据えたあるべき都市の将来
像を検討し、それに必要な総合的な交
通のあり方、土地利用のあり方等の施
策を戦略的にまとめ、これを実施して
いくことによって集約型の都市構造へ

表現の適正化

整備局 意見を反映しています。 75

5 3 3 （略）駅前広場の整備等(略） （略）様々な都市機能の集積、駅前広
場等の交通結節点整備等（略）

中心市街地活性化には都市機能の集
積も必要なため

整備局 意見を反映しています。 76

5 3 4 追加 魅力的な地域を形成するために、地
域の個性を活かした水辺の賑わい空
間の創造等による、地域が主役の自
主的なみなとまちづくりを支援する。

地方と都市の格差問題への対応とし
て地方の活力を取り戻すために地域
活性化が求められており、近畿圏にお
いても特に大阪湾ベイエリア以外おい
ては重要な課題であるため

整備局 意見を反映しています。 77

5 4 1 放棄された耕作地や人工林の解消
放棄された耕作地や
手入れ不足の人工林の解消

森林の場合、放棄されているのか、手
入れが遅れているのかが分からない場
合も多い。
これらを併せて解消に努める必要があ
ることから、包括的な文章とした。

近畿中国
森林管理
局

意見を反映しています。 78
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節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

5 4 1
・・・多面的で公益的な機能発揮の基
盤となる農地林地を確保する。

・・・多面的で公益的な機能発揮の基
盤となる農地・森林を確保する。

「林地」という言い方は一般的ではない
ので、「森林」とした方が適切。

奈良県 意見を反映しています。 79

5 4 3

地域の自然・文化・人々の交流を楽し
む滞在型の余暇活動等により、里地
里山地域の保全再生の推進を図り、
都市と農村の交流人口を増大させる。

地域の自然・文化・人々の交流を楽し
む滞在型の余暇活動等により、里地
里山地域の保全再生の推進を図り、
都市と農山漁村の交流人口を増大さ

都市と交流するのは、「農村」だけでは
ないため、「農山漁村」とした方が適
切。

奈良県 意見を反映しています。 80

5 4 追加

「安心・安全」や「環境配慮」に
関して意識の高い国内消費者のみ
ならず、アジア市場などをター
ゲットとした高品質で付加価値の
高い農産品の安定した生産量を確
保するための体制を整備し、確固
とした流通経路を開拓する。

食料を供給するという農業の基本的な
生産体制や食料の流通に関する記載
が必要なため。

京都府 意見を反映しています。 81

5 4 －

（新規追加）
鳥獣被害の深刻化・広域化に対応し、
科学的で計画的な野生動物の保護管
理を進め農林業、生活環境への被害
低減を図る。

鳥獣被害の深刻化・広域化に対応す
るため追加

兵庫県 意見を反映しています。 82

6 1 3 ドクターヘリ
短時間で搬送が可能な交通網の整
備・ドクターヘリ

システム、ヘリだけでなく、道路ネット
ワークの整備が重要

鳥取県 意見を反映しています。 83

6 1 3

どこにいても、高度医療や緊急医療を
円滑に受けられる体制を構築するた
め、医療機関を情報ネットワーク化し
救急患者の受入体制をリアルタイムで
把握できるシステムの整備や、ドクター
ヘリの運用等を図る。

どこにいても、高度医療や緊急医療を
円滑に受けられる体制を構築するた
め、人材確保のネットワーク強化や、
医療機関を情報ネットワーク化し救急
患者の受入体制をリアルタイムで把握
できるシステムの整備、ドクターヘリの

市民が安心できる生活を実現するた
めには、地域での医師確保が不可欠
であり、第４部【２３】と整合性を図るた
めにも追加する必要があると考える。

近畿市長
会

意見を反映しています。 84

6 2 2

②全国基準に上乗せした関西独自の
基準を定める等により、移動空間およ
び建築物内のバリアフリーかを集中的
に進める。

全文削除
バリアフリーにおいて何をすることが上
乗せになるか議論がされていないた
め。

整備局

バリアフリーの新たな取り組み
を提案したもので、実現に向け
ては十分な議論が必要と考え
ています。

85

6 2 2

全国基準に上乗せした関西独自の基
準を定める等により、移動空間および
建築物内のバリアフリー化を集中的に
進める。

関西独自のバリアフリー目標を定める
等により、移動空間および建築物内の
バリアフリー化を集中的に進める。

全国基準に上乗せした独自基準は、
技術的にも困難であり、また事業者に
大きな負担になると考える。
基準は、全国と同じままで、関西独自
で整備目標を掲げる方が、バリアフ
リー化の集中に効果的であると考え

兵庫県 意見を反映しています。 86

7 1 1 (略）密集住宅市街地の再開発、（略） （略）密集市街地の解消、整備改善 表現の適正化 整備局 意見を反映しています。 87

10



節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

7 1 1 災害リスクを低減させるため、都市基
盤施設や建築物の耐震化や密集住宅
市街地の再開発、河川・海岸保全施
設の強化等を図るとともに、災害危険
箇所の明示や土地利用の規制等によ
り住居等の移転を誘導・促進させる。

近い将来発生が危惧される東南海・南
海地震等からの災害リスクを低減させ
るため、都市基盤施設や建築物の耐
震化や密集住宅市街地の再開発、大
阪湾ゼロメートル地帯等を防護するた
めの河川・海岸保全施設の維持・強化
等を図るとともに、災害危険箇所の明
示や土地利用の規制等により住居等
の移転を誘導・促進させる。

①近畿圏が抱える災害リスクとして、具
体的かつ即地的観点から「東南海・南
海地震」と「大阪湾ゼロメートル地帯」
を追記。

②この２つの被災リスクは、中央防災
会議など中央における検討はもとより、
関西においても広域連携による協議
会等が発足され産官学協働による取り
組みが進められている。

③またハード整備のみならず、防災福
祉コミュニティ等の市民レベルでのソフ
ト施策も広域で展開されており、云わ
ば防災のパッケージ施策として位置づ
けられており、近畿圏における被災リス
ク低減の戦略イメージとして打ち出す
ことが不可欠である。

整備局 意見を反映しています。 88

7 1 1

災害リスクを低減させるため、都市基
盤施設や建築物の耐震化や密集住宅
市街地の再開発、河川・海岸保全施
設の強化等を図るとともに、災害危険
箇所の明示や土地利用の規制等によ
り住居等の移転を誘導・促進させる。

災害リスクを低減させるため、都市基
盤施設や建築物の耐震化や密集住宅
市街地の再開発、河川・海岸保全施
設等の強化、雨水の流出しにくいまち
づくり等を図るとともに、災害危険箇所
の明示や土地利用の規制等により住
居等の移転を誘導・促進させる。

海岸保全施設等：下水道施設も強化
していく計画としているため。
雨水の流出しにくいまちづくり：各家庭
や、公園、学校等における雨水の貯
留、浸透を積極的に推進していくことと
しているため。

兵庫県 意見を反映しています。 89

7 1 1 河川・海岸保全施設 河川管理施設・海岸保全施設 河川保全施設との名称は使わないた 三重県 意見を反映しています。 90

7 1 2
災害時の円滑な・・・を構築するため、
基幹的広域防災拠点や・・・

災害時の円滑な・・・を構築するため、
交通ネットワークの代替ルートを整備
するとともに、基幹的広域防災拠点
や・・・

交通ネットワークの代替ルート整備は、
災害に強い安全・安心圏域の形成に
必要不可欠であり、「戦略及び事業・
制度のアイデア」でも明記されている。

兵庫県 意見を反映しています。 91

7 1 3 関係機関が連携して災害対策・災害
対応に当たる体制を構築するため、広
域災害に対する複数の自治体が一体
となった防災計画や、複数の公的機
関・民間事業者等が一体となったＢＣ
Ｐ（業務継続計画）を策定する。

関係機関が連携して災害対策・災害
対応に当たる体制を構築するため、広
域災害に対する他圏域も含めた複数
の自治体が一体となった防災計画や、
複数の公的機関・民間事業者等が一
体となったＢＣＰ（業務継続計画）を策

近畿圏内の連携のみならず、隣接圏
域を含めた連携が東南海・南海地震
を始めとする広域災害では必要である
ため。

整備局 意見を反映しています。 92

7 1 3

（前略）複数の自治体が一体となった
防災計画や、複数の公的機関・民間
事業者等が一体となったＢＣＰ（業務
継続計画）を策定する。

（前略）複数の自治体が一体となった
防災計画を策定する。

ＢＣＰは、それぞれの団体が業務を継
続していくための計画であり、公民一
体で作成するものではない。

兵庫県
189の意見に含まれるものとし
て、修正します。

93

7 1 4

災害時の防災情報が住民に伝わる体
制を確立するため、行政機関や大規
模公共施設・集客施設、報道機関、通
信会社等を情報通信ネットワークで接
続する。

災害時の防災情報が住民に伝わる体
制を確立するため、行政機関や大規
模公共施設・集客施設、報道機関、通
信会社等を繋ぐ情報通信ネットワーク
の整備を進める。

第３部中の文章表現を考慮して、情報
通信ネットワークの整備を進めると表
現するのが望ましい。

近畿総合
通信局

意見を反映しています。 94

7 1 新技術開発支援の推進。 防災に関する技術についても、産官学
連携の技術開発について進めている
ので追記してはどうか。

整備局
具体の取り組み内容をお示し
頂ければ反映します。 95
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節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

7 2 2
防災関連機関の集積や防災関連産
業・防災ボランティアの存在を活か

防災関係機関のネットワークを活か
し、．．．

兵庫県が公表している文言に修正 兵庫県 意見を反映しています。 96

（構成の提案） （）ＮＯの４と５を反転
より一般的な事項が始めにくる方が理
解しやすいものと考える。

表現の修正については、今後
とりまとめる予定です。

97

1 1 3

共通理念に基づきパッケージ化した地域
づくりの取組に対して、国や府県等の支援
事業の優先採択、特区や規制緩和、道路
や通信などの社会資本の整備、地域共通
ファンド等を通じて圏域全体で支援する。

共通理念に基づいた地域づくりの取組に
対して、特区や規制緩和等をパッケージ
化して、国や府県等の支援事業を優先採
択や道路や通信などの社会資本の整
備、地域共通ファンドの活用等により、地
域全体を支援する。

文言整理 大阪市 書きぶりは今後整理します。 98

1 1
関西ブランド憲章のイメージを示され
たい。

大阪府
地域づくりの基本ルールを定
めたものと考えています。

99

1 1
「本物」にこだわる地域づくり、高品位
な、関西の質にこだわった本物の地域
づくりとは何かを明らかにされたい。

大阪府
貴重な資源を活かした質の高
い地域づくりなど。前回の検討
会議にて説明済み。

100

1 1
本物は過去のもので、目指すべき姿に
記載されているこれから本物を創造す
る視点に欠けている。

大阪府
原案どおりとします。提案内容
は（１）の原案に含むものと考え
ています。

101

1 2 1
関西のかけがえのない歴史・文化資産
などの地域資源を、圏域共通の資産と
して関係者全員で保全する。

関西のかけがえのない歴史・文化資産
などの地域資源を、圏域共通の資産と
して保全する。

この部分だけ、「関係者全員で」という
主体が記載されている。他の部分との
整合性をとるため削除。

経産局 意見を反映しています。 102

1 2 3

重点的に歴史的施設の復元や歴史的
風致をもつまちづくり等を推進する地
区については、例えば、「国営飛鳥・
平城宮跡歴史公園（仮称）」のように面
的に国営公園や都市公園として指定
し、地域づくりを支援する。

重点的に歴史的施設の復原（元）や歴
史的風致をもつまちづくり等を推進す
る地区については、例えば、「国営飛
鳥・平城宮跡歴史公園（仮称）」のよう
に面的に国営公園や都市公園として
指定し、地域づくりを支援する。

いわゆる「復元」は、「復原」と「復元」の
２つの意味で使い分けられていること
から、必ずしも狭義の復元を示すもの
ではない旨がわかるようにするため。

奈良県 意見を反映しています。 103

1 2 4

まちなみや建築物の保全・規制（緩和
を含む）、歴史・文化資産の保全に要
する費用の所有者負担軽減策（例：
ファンド）等を講ずる。

具体的に実施主体を想定しているの
か？構成機関でファンド形成可能なの
か？

経産局

新たな取り組みを提案したもの
で、実現に向けては十分な議
論が必要と考えています。 104

1 2 5

公共施設を整備する際、地域の伝統技術
を採用することにより、継続的に仕事量を
確保するとともに、伝統技術の継承と新し
い伝統の創造を図る。

公共施設を整備する際、地域の伝統技術
を採用することにより、伝統技術の継承・
活用と新しい伝統の創造を図る。

公共事業の確保目的との誤解を避け
ることと、活用する側面も表現する方が
望ましいと考えるため。

大阪市 意見を反映しています。 105

1 2 5

公共施設を整備する際、地域の伝統
技術を採用することにより、継続的に
仕事量を確保するとともに、伝統技術
の継承と新しい伝統の創造を図る。

公共施設を整備する際、地域の伝統
技術を積極的に採用することにより、
伝統技術の継承に努めるとともに、新
しい伝統の創造を図る。

仕事量の確保ではなく、伝統技術の
継承が大切。

大阪府 意見を反映しています。 106

1 2 記述なし

【追加】
関西には、文化財の保存や修復に関
する技術が集積しており、その継承と
活用により、文化財保存のメッカとして
の地位の確立を目指す。また、海外の
文化財の保存技術者の研修なども行

関西が培ってきた文化財保存技術な
どは、国内外の文化財の保存に活か
すことが出来ることも強みであるため。

奈良県 意見を反映しています。 107
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節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

1 3 1

地域の自治体、観光関係団体等幅広
い関係者が連携し、滞在型観光の促
進を目指した圏域を形成するため、宿
泊拠点の魅力向上、観光資源の活用
促進、移動の快適化、観光案内・情報
提供の充実等を行う。

地域の自治体、観光関係団体等幅広
い関係者が連携し、滞在型観光の促
進を目指した圏域を形成するため、宿
泊拠点の魅力向上、地域資源の活用
促進、移動の快適化、観光案内・情報
提供の充実等を行う。

観光は地域資源と密接に関わってお
り、、産業遺産など今まで観光資源とし
て見ることが少なかった地域資源につ
いても活用促進することが必要なた
め。

経産局 意見を反映しています。 108

1 3 4
観光メニューや商品の開発、他圏域
や海外

観光メニューや商品の開発、関西国
際空港と国際線がある空港などとを相
互に有効活用した圏域を越えた新た
な広域観光ルートの整備、他圏域や

昨年１０月の検討会議での府県知事
意見を反映した原稿（０７１１１３提示）
に記載いただいていた内容であり、同
趣旨の復活、又はどこかへの反映をお

岡山県 意見を反映しています。 109

1 3 4

アジアをはじめとする外国人のニーズに対
応した観光メニューや商品の開発、他圏
域や海外の交通機関での使用も念頭にお
いた共通ＩＣカードシステムを構築すること
等により、外国人観光客を誘致する。

アジアをはじめとする外国人のニーズに対
応した観光メニューや商品の開発、他圏
域や海外の交通機関での使用も念頭にお
いた共通ＩＣカードシステム、圏域全体を
容易に快適に移動できるリーズナブルな
包括運賃制度を構築すること等により、外
国人観光客を誘致する。

共通ICカードは手間は省けて便利ではあ
るが、圏域でみれば、交通事業者（グルー
プ）ごとに運賃が加算されるため、東アジ
アとの物価水準からもみて割高であるため

大阪市 意見を反映しています。 110

1 3
目指すべき姿には、国際観光に関す
る記述がなく、第３節に移すほうがよ

大阪府
姿１．には観光を含むでいま
す。

111

2 2 1

文化・観光をはじめ日本を代表する情
報を東京経由ではなく関西から発信
するとともに、共通ファンドの創設等、
関西全体で取り組むべき課題につい
て意思決定・推進するための運営組

具体的に実施主体を想定しているの
か？構成機関で共通ファンドの創設・
運営組織の構築は可能なのか？

経産局

新たな取り組みを提案したもの
で、実現に向けては十分な議
論が必要と考えています。 112

2 2 1 共通ファンドの創設等 ？ 共通ファンドの内容を示されたい。 大阪府
新たな取り組みを提案したもの
で、実現に向けては十分な議
論が必要と考えています。

113

2 2 4

新名神自動車道等の高速交通ネットワー
クの整備や料金施策による本州四国連絡
道路等の有効活用により、産業や観光等
の面で中部、中国、四国、北陸等の隣接
圏域との相互依存関係を深め、

新名神自動車道等の高速交通ネットワー
クの整備や本州四国連絡道路等の有効
活用により、圏域全体の交通ネットワーク
の整備を行い、産業や観光等の面で中
部、中国、四国、北陸等の隣接圏域との
相互依存関係を深め、

新規の整備と既存施設の有効活用をセッ
トで行い、隣接する圏域も視野に入れた交
通ネットワークの完成が重要であり、料金
制度など個別施策はここでは不適当。

大阪市 意見を反映しています。 114

2 3 1
平城遷都１３００年記念事業等の取組
を、府県を超えた共同のイベントとして
位置づけ、圏域を挙げて支援する。

平城遷都１３００年祭等の取組を、府県
を超えた共同のイベントとして位置づ
け、圏域を挙げて支援する。

「平城遷都１３００年記念事業」の事業
名称を「平城遷都１３００年祭」に決定
したため。

奈良県 意見を反映しています。 115

2 3 2
政治首都である東京に対し、関西は圏
域全体で日本の文化首都となることを
目指し、

関西の有する歴史的、文化的ストック
を活用することにより、関西が日本の
文化首都となることを目指し、

政治首都である東京、という言い方は
誤解を招く。関西という言葉は特定の
都市を指すものではないことから、圏
域全体を削除。

大阪府 意見を反映しています。 116

2 3 追加

コンテンツやライブ、食、ファッションデ
ザイン等の関西の最大の強みである
文化資源を活用し、文化産業として振
興する。

関西が有する文化資源を活用し、地
域産業の活性化に資するため、経済
産業局では「関西文化産業戦略」とし
てとりまとめて推進しているところ。

経産局 意見を反映しています。 117

2 4 1
新名神自動車道等の高速交通ネット
ワークの整備や料金施策による本州
四国連絡道路等の有効活用

新名神高速道路や北陸新幹線等の高
速交通ネットワークの整備や料金施策
による高速道路や有料道路の有効活

高速交通ネットワークであれば、整備
新幹線も記載すべき。料金施策は都
市高速道路など有料道路にも該当す

大阪府
個別事業名以外は、反映して
います。

118
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節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

2 4 1 ・・・中心核を形成する。

・・・中心核を形成する。
　また、政治・行政等における東京一
極集中の是正を図るため、国会にお
ける首都機能移転の検討状況を踏ま
えた連携軸の形成づくりを進める。

首都機能移転は、東京一極集中の是
正、災害対応力の強化などを図る上
で、有効な手段であり、広域地方計画
においても記載は必要と考える。

滋賀県

首都機能移転については「国
会等の移転に関する法律」に
基づき移転先候補地等に関す
る国会等移転審議会答申を受
けて、現在、国会において検討
が行われており、今後の国会に
おける検討の方向等を踏まえ
る必要があるため、反映してお

119

2 4 1

新名神自動車道等の高速交通ネット
ワークの整備や料金施策による本州
四国連絡道路等の有効活用により、
産業や観光等の面で中部、中国、四
国、北陸等の隣接圏域との相互依存
関係を深め、これら圏域と一体となっ
た大交流圏域を実現することにより、
首都圏に匹敵する経済規模の中心核
を形成する。

関西と他の圏域との交流を促進する北
陸新幹線や新名神自動車道等の高速
交通ネットワークの整備、料金施策に
よる本州四国連絡道路の有効活用等
により、産業や観光等の面で中部、中
国、四国、北陸等の隣接圏域との相互
協力関係を深め、これら圏域と一体と
なった大交流圏域を実現することによ
り、首都圏に匹敵する経済規模の中

「新名神自動車道等」だけでは、どの
ような交通ネットワーク等の整備を促進
するのか不明確であるため、定義を記
述することで、これを明確にすべきと考
える。
また、隣接圏域との関係は、相互依存
ではなく相互協力とすべきと考える。

福井県
個別事業名以外は、反映して
います。

120

2 5 1
金融、通信等の日本を支える中枢機
能が支障なく継続的に機能できるよ
う、民間企業のバックアップ施設の誘

金融、通信等のわが国を支える中枢
機能が支障なく継続できるよう、バック
アップ機能の集積を進める

バックアップ施設の誘致では幅が狭
い。

大阪府
19、20の意見に含まれるものと
して、修正します。

121

2 5 2
複数の公的機関・民間事業者等が一
体となった業務継続計画の策定を通
じ、

公的機関・民間事業者等がそれぞれ
に策定するＢＣＰ（業務継続計画）間の
連携強化を通じ、

複数の機関が一つのＢＣＰを策定する
というイメージが沸かない。ＢＣＰは、各
機関ごとに策定するものであり、相互
に影響するものであるので、強力な連
携が重要であると考えるから。

大阪府 意見を反映しています。 122

2 6 1 なし

（６）首都機能の移転
①政治・行政・経済機能などの首
都中枢機能を担うため、国会にお
ける検討状況等も踏まえつつ、国
会等の移転をはじめとする首都機
能移転のための取組を進める。

近畿圏が「日本のもう一つの中心核」と
なるには、首都中枢機能を担うことが
重要であり、首都機能移転への取組
は不可欠である。

京都府

首都機能移転については「国
会等の移転に関する法律」に
基づき移転先候補地等に関す
る国会等移転審議会答申を受
けて、現在、国会において検討
が行われており、今後の国会に
おける検討の方向等を踏まえ
る必要があるため、反映してお

123

2 5 1

首都圏が大規模な被害を受けた場合に、
金融、通信等の日本を支える中枢機能が
支障なく継続的に機能できるよう、民間企
業のバックアップ施設の誘致を進める。

首都圏が大規模な被害を受けた場合に、
行政サービス、金融、通信等の日本を支
える中枢機能が支障なく継続的に機能で
きるよう、公的機関・民間企業のバックアッ
プ施設の立地を進める。

・バックアップすべき機能・施設には公的
機関のものもあり得る。
・公や民が自ら設置するものもあるので「立
地」が適当

大阪市
19、20の意見に含まれるものと
して、修正します。

124

3 1 追加
京都、大阪彩都、関西学研都市、神戸
における知的クラスター創成事業の支
援についての追記

知的クラスター創成事業の支援につい
ての追記

経産局 意見を反映しています。 125

3 3 1
大阪湾ベイエリアに、世界最大規模の新
たな複合物流拠点を整備する。

大阪湾ベイエリアの製造業の再編・強化
を図るとともに、国際物流機能の集積を
図る。

「世界最大規模の新たな…」と具体的に記
述する候補が不明であり、ベイエリアの再
編戦略を記述すべき。

大阪市 意見を反映しています。 126

3 3 1
大阪湾ベイエリアに、世界最大規模の
新たな複合物流拠点を整備する

関西国際空港や阪神港といった高い
物流ポテンシャルを活かし、世界最大
規模の新たな複合物流拠点を整備す

大阪湾ベイエリアに留まらず、周辺地
域を巻き込んだ集積のイメージを持た
せる方がよい。

大阪府 意見を反映しています。 127

3 3 2
促進することにより都市型スーパーコ
ンビナート

目指した都市型スーパーコンビナート 促進によって形成するものではない。 大阪府
216の意見に含まれるものとし
て、修正します。

128
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節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

3 3 3
これまでの都市計画を見直し、行政区
域等を超えた中長期的な広域ゾーニ
ング計画を策定し、

これまでの都市計画を見直し、行政区
域等を超えた中長期的な広域ゾーニ
ング計画を策定し、

4部具体的取組み【９】「大阪湾ベイエリ
ア再編プロジェクト」の「中長期的な大
阪湾ベイエリアの広域ゾーニングの策
定と機能配置の見直し」という表現に
比べ、具体的過ぎる。具体に想定する
エリアがなければ、手法まで記述しな
い方が良いと考える。

神戸市 意見を反映しています。 129

3 3 3 これまでの都市計画を見直し、 削除
広域ゾーニング計画が策定されることによ
り、必要に応じて都市計画を見直すプロセ
スであり、手段と目的が逆転しているた

大阪市 意見を反映しています。 130

3 3 3

これまでの都市計画を見直し、行政区
域等を超えた中長期的な広域ゾーニ
ング計画を策定し、産業拠点と位置づ
けられる地域においては、その集積・
高度化を図る一方で、

行政区域等を超えた中長期的な広域
ゾーニング計画を策定し、産業拠点と
位置づけられる地域においては、必要
に応じて土地利用規制（用途・容積
率）の見直し等により集積・高度化を図

都市計画を見直して広域ゾーニング
計画を策定するのではない。用途地
域等の見直しは集積・高度化を図る手
段のひとつである。

大阪府 意見を反映しています。 131

3 3 大阪湾ベイエリアの機能強化と再配置

現在、大阪府・兵庫県・和歌山県・大
阪市・堺市・神戸市等の関係団体であ
る財団法人大阪湾ベイエリア開発推
進機構（H19年7月に関西広域機構と
事務局統合）が、「大阪湾ベイエリア開
発整備のグランドデザイン」について
の議論を始めると聞いており、その議

神戸市
今後、戦略を進めるにあたり、
具体の調整等、ご教示頂きま
すようご協力お願いします。

132

3 4 1

アジアをはじめとする世界と関西国際
空港・阪神港等を結ぶ航空・海上物流
ネットワークの拡充、圏域内外の物流
拠点や生産拠点間を結ぶ世界標準に
対応した道路ネットワークの整備等に
より、

アジアをはじめとする世界と関西国際
空港・スーパー中枢港湾「阪神港」等
を結ぶ航空・海上物流ネットワークの
拡充、圏域内外の物流拠点や生産拠
点間を結ぶ世界標準に対応した道路
ネットワークの整備、及び関西３空港

神戸空港・伊丹空港も近畿圏の重要
な都市基盤として、物流ネットワークの
一部として位置づけるべきと考える。

神戸市 意見を反映しています。 133

3 4 3
「とともに、ポートオーソリティの設立等
により港湾機能の一体化・効率化を実
現する。」

「とともに、大阪湾諸港の包括的な連
携施策をさらに深化させることにより、
港湾機能の一体化・効率化を実現す
る。

港湾管理者が一体となるポートオーソ
リティ設立については、具体的な協議
がなされておらず、上位計画である国
土形成計画「広域地方計画」に記述す
るレベルに達していないため。

神戸市 意見を反映しています。 134

3 4 3

阪神港における国際コンテナターミナルの
整備を促進し港湾機能の強化を図るととも
に、ポートオーソリティの設立等により港湾
機能の一体化・効率化を実現する。

阪神港における国際コンテナターミナルの
整備を促進し港湾機能の強化を図るととも
に、大阪湾諸港の包括的な連携施策を
更に深化させることにより、港湾機能の一
体化・効率化を実現する。

関西シリコンベイ構想において阪神ポート
オーソリティがあげられているものの、ポー
トオーソリティの具体的な議論はおこなわ
れておらず、その定義も明確ではない。港
湾機能の一体化・効率化にあたり、大阪湾
諸港の一開港化や入港料のインセンティ
ブなど、大阪湾諸港の連携施策を深化さ
せることで実現していくため。

大阪市 意見を反映しています。 135

3 4 3

・阪神港における国際ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙの
整備を促進し港湾機能の強化を図ると
ともに、ﾎﾟｰﾄｵｰｿﾘﾃｨの設立等により港
湾機能の一体化・効率化を実現する。

・阪神港における国際ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙの
整備を促進し港湾機能の強化を図る。
・大阪湾諸港の包括的な連携施策を
更に深化させ、大阪湾諸港が一つの
港のように機能し、また利用される港を
早期に実現する。

・ﾎﾟｰﾄｵｰｿﾘﾃｨについては、国際物流
戦略ﾁｰﾑでも議論されているが熟度は
低く、現在は、一開港化など広域連携
による取り組みが進められているた
め。（同チームの提言を引用）

大阪府 意見を反映しています。 136

3 4 4
我が国初の２４時間空港である関西空
際空港２期事業において、

我が国初の２４時間空港である関西国
際空際空港２期事業において、

神戸市
40の意見に含まれるものとし
て、修正します。

137
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節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

3 4 4

我が国初の24時間空港である関西空際空
港2期事業において、国際貨物ターミナル
の整備とあわせ、埋め立て地に多機能集
約型物流拠点を整備することで、我が国
の国際航空物流に関する一大基地を形成
する。

我が国初の24時間空港である関西国際空
港2期事業において、国際貨物ターミナル
の整備を推進することにより、関西国際
空港を多機能集約型物流拠点として我が
国の国際航空物流に関する一大基地とす
る。

関西国際空港株式会社に確認したとこ
ろ、関西国際空港自身が多機能集約型物
流拠点をめざしており、「多機能集約型物
流拠点を整備する」という表現では、関西
国際空港内の物流施設の整備と解釈され
るおそれがあるため。

大阪市
40の意見に含まれるものとし
て、修正します。

138

3 4 4 ２４時間空港 完全２４時間空港 他空港との明確な差別化をしたい 大阪府
40の意見に含まれるものとし
て、修正します。

139

3 5 1
関西国際空港と主要なビジネス・研究拠
点とを結ぶ交通ネットワークの拡充により
アジアとの日帰り圏を拡大する。

関西国際空港と主要なビジネス・研究拠
点とを結ぶ交通ネットワークの拡充により
アジアからの日帰り圏を拡大する。

日本のオフィスからアジアとの日帰りはあ
まり想定されないため。

大阪市
原案のままとします。
関西からも対象と考えていま
す。

140

3 5 2 新規

ポートアイランド第２期において推進さ
れる神戸医療産業都市構想等、特定
分野の産業の集積による技術の高度
化を通じて、アジアをはじめとする世界
と交流を図り、国際社会に貢献する。

神戸市 意見を反映しています。 141

3 5 2
大阪駅北地区等において大学や企業の
研究室等が集まる先端技術の開発拠点

大阪駅北地区において大学や企業の研
究室等が集まる先端技術の開発拠点

ナレッジ・キャピタルの整備は大阪駅北地
区のみで想定されているため。

大阪市
43の意見に含まれるものとし
て、修正します。

142

3 5 3
アジアに関する情報をすべて扱う「アジア
太平洋地域に関する研究機関（仮称）」を
設置することにより

アジアに関する情報をすべて扱うアジア太
平洋地域に関する研究機関を設置するこ
とにより

文言整理 大阪市 意見を反映しています。 143

3 5 5 アジア人材基金構想 ？ 説明を加える必要がある 大阪府
経産省と文科省で推進してい
るｱｼﾞｱ人財資金構想の間違で
あり、修正します。

144

4 1 1

（１）地球温暖化対策
①地球温暖化問題に対して、圏域全
体のCO２発生量の目標値を定め、圏
域全体でマネジメントする。

案－１

（１）削除

①現在、温対法においてＣＯ２排出量
の報告が各事業者毎（エネルギー起
源二酸化炭素については事業所毎）
に義務づけられており、これを地域ご
とに管理することに意味はない。（大き
な意味では国全体で二酸化炭素の量
を１９９０年比 ６％削減という目標が掲
げられており、京都議定書目標達成計
画において目標達成に向け対策が施

経産局 案－２を反映しています。 145

4 1 1

（１）地球温暖化対策
①地球温暖化問題に対して、圏域全
体のCO２発生量の目標値を定め、圏
域全体でマネジメントする。

案－２

（１）地球温暖化対策
①地球温暖化問題に対して、圏域全
体でCO２発生量削減に向けた努力を
行う。

①圏域全体のCO2排出量を把握する
ことは難しいため。温対法で報告が義
務づけられる特定排出者（省エネ法の
１種＋２種＋荷主）のみカウントは可能
だが、圏域の産業部門と運輸部門の
一部にすぎない。また、荷主について
は事業所毎ではなく、企業毎の公表
制度となっており、地域別のデータは
公表されていない。
②CO2排出量に目標値を定め、圏域
全体でマネジメントすることは、自治体
の企業誘致等の産業政策にも間接的
な影響が懸念されるため。（近畿地域
のみCO2の規制強化を行うことによる
産業界への負担増加が、将来の管内
の工場立地等への悪影響の可能性も

経産局 意見を反映しています。 146
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節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

4 1 1
地球温暖化問題に対して、圏域全体
のＣＯ２発生量の目標値を定め、圏域
全体でマネジメントする。

圏域全体で、京都議定書目標達成計
画に位置づけられている削減目標の
確実な達成を図るとともに、圏域独自
の削減目標を定め、圏域全体でマネ

環境対策先進圏域を目指す前提とし
て、国として掲げている京都議定書目
標達成計画の削減目標を達成するこ
とが重要。

農政局 意見を反映しています。 147

4 1 1
地球温暖化問題に対して、圏域全体
のＣＯ２発生量の目標値を定め、圏域
全体でマネジメントする。

保留
圏域単位でＣＯ２排出量管理を行うス
キームの必然性、合理性、可能性につ
いての整理が必要。

滋賀県
圏域独自の取組として提案し
たもので、実現に向けて十分な
議論が必要と考えています。

148

4 2 1

環境負荷の少ないライフスタイル・企業経
営への転換を図るため、公共交通機関の
利用促進や自動車の流入規制、有料道
路の料金施策等を図る。

環境負荷の少ないライフスタイル・企業経
営への転換を図るため、公共交通機関の
利用促進や都心部への自動車の流入規
制、有料道路の料金施策等による都市環
境の改善を図る。

文言整理。 大阪市

一部、意見を反映しています。
自動車流入は都心部とは限っ
ていないため「都心部へは」反
映していません。

149

4 2 1

都市部のヒートアイランド現象を緩和させ
るため、下水処理水や地下鉄等からの湧
水等を活用した「せせらぎ」の創出や公共
空間等の緑化、風の道を考慮したオープ
ンスペースの整備等を図る。

都市部のヒートアイランド現象を緩和させ
るため、エネルギー効率が高く環境負荷
の少ない建築物への更新や水辺空間の
活用を図るほか、下水処理水や地下鉄等
からの湧水等を活用した「せせらぎ」の創
出や公共空間等の緑化、風の道を考慮し
たオープンスペースの整備等を図る。

排熱を抑制する視点も必要と考えるため。 大阪市 意見を反映しています。 150

4 3 1
ごみ処理の有料化等により、ごみを削
減する

削除

有料化することによって家庭用等ごみ
の排出が縮小する可能性はあるが、そ
のことが環境に配慮した循環型社会に
繋がるとはいえない。

農政局
相反する意見があり調整が必
要

151

4 3 1
ごみ処理の有料化等により、ごみを削減
する。

生活ごみ排出量の抑制と市民意識を高
めるために、ごみ処理の有料化等を行

文言整理 大阪市
相反する意見があり調整が必
要

152

4 3 3

 廃棄物処理場を確保するため、現在
の大阪湾フェニックス計画に代わり、ご
みを排出するすべての自治体で費用
負担する新たな制度を創設する。

 広域の廃棄物の適正処理に対応した
海面埋立処分場の確保を持続可能な
ものとするため、排出者負担など時代
に即した大阪湾フェニックス計画の事
業スキームの確立に向け、制度を改善
する。

①原案に、「現在の大阪湾フェニックス計画に代わり」とあ
るが、排出自治体が大阪湾フェニックス計画を必要として
しないと受け取られかねない表現である。都市環境保全
の観点から、大阪湾フェニックス計画を不可欠な事業と考
えている自治体もあるようであることから、修正すべきであ
る。
 一方で、現行の事業スキーム、すなわち、廃棄物埋立護
岸建設費を港湾管理者のみが負担し、処分場跡地の土
地売却収入で建設費を回収する手法は、制度が施行され
た当時に比べ、建設費が大幅に増大していることに加え、
管理型廃棄物最終処分場跡地の土地売却が見込みにく
くなるなど、事業を取り巻く環境の変化に適応し切れてい
ない。現行制度のままでは、港湾管理者が起債しない（採
算が取れないことがわかっていることから）、あるいは、起
債できない際に、海面埋立処分場の確保ができなくなる。
なお、３Rを通じた循環型社会の形成を推進するうえにお
いても、排出者負担を早急に導入すべきである。
②原案に、「ごみを排出するすべての自治体で費用負担
する」とあるが、大阪湾フェニックス計画の処分場は、民間
産業廃棄物の最終処分場にもなっていることから、廃棄物
埋立護岸建設費を負担すべき者について、排出自治体
だけでなく、全ての排出者とすべきである。
③原案に、「新たな制度を創設する」とあるが、大阪湾で
は、広域の廃棄物の適正処理に対応した海面埋立処分
場を確保できる手法として、大阪湾フェニックス計画に代
わるものはない。したがって、大阪湾フェニックス計画を持
続可能なものとするため、その事業スキームを時代に即し
たものに改善すべきである

神戸市

58の意見に含まれるものとし
て、修正します。

153
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節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

4 3 3

廃棄物処理場を確保するため、現在の大
阪湾フェニックス計画に代わり、ごみを排
出するすべての自治体で費用負担する新
たな制度を創設する。

持続可能な広域廃棄物埋立処分場整備
事業の推進のため、排出者負担など時
代に即したフェニックス計画の事業ス
キームの確立に向け制度を改善する。

①原案に「現在の大阪湾フェニックス計画に代わり」とある
のは、地元市町村がフェニックス計画を必要としないと受
け取られかねない表現である。大阪市だけでなく特に海を
持たない内陸市町村は、フェニックス計画を都市環境保
全の観点から必須の施策としており、最終埋立処分場は
フェニックス計画しかないとマスタープランなどで明らかに
している。よって、大阪湾フェニックス計画を否定するよう
な表現は修正すべきである。一方で、現行の事業スキー
ム、すなわち、廃棄物埋立護岸建設費を港湾管理者であ
る地方公共団体のみに全て引き受けさせるやり方は、制
度が施行された当時に比べ、建設費が大幅に増大してい
ることや、廃棄物処分場跡地の売却環境が厳しくなるな
ど、事業を取り巻く環境の変化に適応し切れていない。そ
こで、地方財政の健全化の推進や、廃棄物処理法の基本
精神である排出者の処理責務を全うし、3R運動を推進す
るためには、排出者負担を導入すべきであると提案してい
るものである。現状のままでは、当初のセンター法の趣旨
であった健全で安定した資金調達が見込めなくなり、港湾
管理者である地方公共団体が赤字債権団体に陥った際
には、広域廃棄物処分場の確保はできなくなる。
②原案に、「ごみを排出する全ての自治体で費用負担す
る」とあるが、フェニックス計画では、排出事業者の責務と
なっている民間産業廃棄物の最終処分場ともなっている。
ここでの提案は、廃棄物埋立護岸建設に係る費用を全て
の排出者に負担を求めるものであることから、自治体のみ
に限定することは誤っているため、正確な表現が必要であ
る。
③原案に「新たな制度を創設する」とあるが、廃棄物の適
正処分のために設けられた広域海面埋立処分場を確保
するフェニックス計画に代わるものは、この大阪湾では考
えられない したがってフェニックス計画を持続可能なもの

大阪市

58の意見に含まれるものとし
て、修正します。

154

4 3 3

廃棄物処理場を確保するため、現在
の大阪湾フェニックス計画に代わり、ご
みを排出するすべての自治体で費用
負担する新たな制度を創設する。

削　　除

　原案について、提案理由、内容等に
ついて不明な点があるため、意見の提
出が難しいが、大阪湾フェニックス計
画については平成３４年以降の広域処
分場の計画が未定であり、新たな処分
方法の具体的なものが確立されてい
ない中で近畿圏広域地方計画におい
て「自治体で費用負担する新たな制度
を創設するとする。」と位置付けること

和歌山県

58の意見に含まれるものとし
て、修正します。

155

4 3 3

廃棄物処理場を確保するため、現在
の大阪湾フェニックス計画に代わり、ご
みを排出するすべての自治体で費用
負担する新たな制度を創設する。

廃棄物処理場を確保するため、現在
の大阪湾フェニックス計画に引き続き
新たな制度を創設する。

現フェニックス計画でも、一般廃棄物
を処分する市町村は該当する施設整
備に要する費用を負担している。

滋賀県

58の意見に含まれるものとし
て、修正します。

156

4 3 4

④自然素材で環境に優しい国産材の
総合的な利用を特に都市部およびそ
の周辺で推進し、世界的環境先進圏
域の構築を図る。

循環型社会の構築において、木材利
用の意義は大きい。

和歌山県 意見を反映しています。 157

4 3 （追加）

④エネルギーを効率的に活用するため、
省エネルギーにかかる新技術の導入や、
太陽光・風力・バイオマス等新エネル
ギーを導入するなどにより、効率的なエ
ネルギー利用システムを構築する。

静脈物流システムの構築によるリサイクル
の実施のほかに、省エネルギー及び新エ
ネルギーの導入についても、戦略的に取
り組む必要があるため。

大阪市 意見を反映しています。 158

4 4 1 琵琶湖・淀川流域圏や大阪湾等
琵琶湖・淀川流域圏や大阪湾・瀬戸
内海等

中国・四国圏との連携の観点から、ま
た、広域的な視点として、大阪湾の先
である瀬戸内海を加えていただきた

岡山県 意見を反映しています。 159
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節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

4 4 1

・・・流域圏において生態系や水循環
を総合的に管理するため、水循環や
水質汚濁等のメカニズムを解明すると
ともに、多様な主体が参画した流域管
理体制を構築する。

・・・流域圏において生態系や水循環
系を総合的に管理するため、水循環
や水質汚濁メカニズム、生態系メカニ
ズムを解明するとともに、多様な主体
が参画した流域管理体制を構築する。

●「水循環」については、国でも「健全
な水循環系構築に関する関係省庁連
絡会議」など「水循環系」という用語が
一般的。
●「水循環系」のみだと、水そのものの
問題のみに理解されがちだが、水に
関わる、あるいはそれ以外も含めて生

滋賀県 意見を反映しています。 160

4 4 健全な水循環の管理 健全な水循環系と生態系の管理

●「水循環」については、国でも「健全
な水循環系構築に関する関係省庁連
絡会議」など「水循環系」という用語が
一般的。
●「水循環系」のみだと、水そのものの
問題のみに理解されがちだが、水に
関わる、あるいはそれ以外も含めて生

滋賀県 意見を反映しています。 161

4 5 1
・・・緑化を実施する等、自然環境に対
して徹底的に配慮する。

・・・緑化を実施する等のほか、開発計
画の構想段階から、国民等の参加に
より環境側面や社会経済面の影響を
総合的に評価し計画に反映することに
より、環境に対して徹底的に配慮す

開発に伴う自然環境への影響は、事
業の位置や規模に大きく左右されるこ
とから、これらが決まる構想段階から、
国民等の意見を踏まえ、環境配慮を
検討し計画に反映する必要がある。

滋賀県 意見を反映しています。 162

4 5 2

都市内における屋上緑化や公共空間の
緑化、臨海部や都心部における「都市の
森」の整備、生態系に配慮した水辺空間
の整備等を行う。

臨海部や都心部における屋上緑化や公
共空間の緑化などによる「都市の森」の整
備、生態系に配慮した水辺空間の整備等
を行う。

「都市の森」の概念がわかるように記述す
る。

大阪市 意見を反映しています。 163

4 5 2

②水と緑のネットワークを形成するた
め、官民が連携して森林整備を行うと
ともに、都市内における屋上緑化や公
共空間の緑化、臨海部や都心部にお
ける「都市の森」の整備、生態系に配
慮した水辺空間の整備等を行う。

②水と緑のネットワークを形成するた
め、公園や緑地の整備や、官民が連
携して森林整備を行うとともに、都市内
における屋上緑化や公共空間の緑
化、臨海部や都心部における「都市の
森」の整備、生態系に配慮した水辺空

水と緑のネットワーク形成するために
は、不足している公園や緑地の整備が
必要と考えられるため。

大阪府 意見を反映しています。 164

4 6 1

関西の環境技術を世界に広めるた
め、国内外の政府関係者、企業、環境
団体等に対して、関西の環境に関する
取組（環境技術・システム・ライフスタイ
ル）を紹介する。

関西の環境技術を世界（特に東アジ
ア）に広めるため、国内外の政府関係
者、企業、環境団体等に対して、関西
の環境に関する取組（環境技術・シス
テム・ライフスタイル）を紹介する。

地理的・歴史的関係が深く、地球環境
への対応の観点から貢献度の高い東
アジアに情報発信する視点が必要。

経産局 意見を反映しています。 165

5 1 1

都市と自然の魅力を同時に享受でき
る関西の特性を最大限に発揮するた
め、圏域が有する貴重な自然の保全
を図るとともに、

都市と自然の魅力を同時に享受でき
る関西の特性を最大限に発揮するた
め、圏域が有する貴重な自然の保全・
活用を図るとともに、

自然を保全のみならず、活用すること
が、観光振興や豊かな生活につなが
ると考える。

神戸市 意見を反映しています。 166

5 1 2

農山漁村での住居・活動等について
の多様な情報を集約・一元管理して都
市に提供する体制の整備、企業との
連携、住宅提供・規制緩和、職業提
供・所得保障、必要な基盤整備等によ
り、都市と農山漁村双方のニーズを円
滑に結びつけ、都市と農山漁村の二
地域居住等を容易にする。

農山漁村での住居・活動等について
の多様な情報を集約・一元管理して都
市に提供する体制の整備、企業との
連携、住宅提供・規制緩和、職業提
供・所得保障、必要な基盤整備等によ
り、都市と農山漁村双方のニーズを円
滑に結びつけ、都市と農山漁村の二
地域居住等、都市と農村の共生・対流

都市と農山漁村の共生対流を推進す
るため、副大臣会議に関係副大臣で
構成されるプロジェクトチームが設置さ
れ、田舎暮らしや農ある暮らしの潜在
的願望の実現に対し、都市部、農山
漁村地域のそれぞれにおいて、十分
に配慮した施策を検討することとされ
ており、共生・対流を明確に表現する

農政局 意見を反映しています。 167
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節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

5 1 2

活力ある農山漁村に再生するため、経
営基盤を安定させながら、地域力の発
掘を担う人材育成や農林水産業の再
生を図る。

活力ある農山漁村に向けて、経営基
盤を安定させながら、地域力の発掘を
担う人材育成や農林水産業の活性化
を図る。

再生とは、死にかかったものが生き返
る意味であることから、ふさわしくない
表現であるため。

農政局
230の意見を踏まえ、修正しま
す。

168

5 1 4

水源涵養機能や国土保全機能を維
持、地域の伝統文化芸能の継承など
の面から、特色ある地域資源を核とし
た上で、持続可能な地域経営の仕組
みの整備や都市住民との交流を促進
するなどにより、集落機能を維持・再生

水源涵養機能や国土保全機能を維
持、地域の伝統文化芸能の継承など
の面から、特色ある地域資源を核とし
た上で、持続可能な農村地域社会基
盤の整備や都市住民との交流を促進
するなどにより、集落機能を維持・再生

地域経営の仕組みの整備という表現
は、一般的になじまない表現であるた
め。少なくとも当方では使用しておらず
修正案の表現を用いることが多いた
め。

農政局 意見を反映しています。 169

5 2 1

大阪駅北地区をはじめとする都心部にお
いて、都市再生特別地区を活用した市街
地整備を契機とした企業集積や、都心
ウォーターフロントの再生等により、国際ビ
ジネス交流拠点やにぎわい空間を形成す
る。

大阪駅北地区をはじめとする都心部等の
緊急整備地域において、都市再生特別地
区を活用した市街地整備を契機とした企
業集積や、都心ウォーターフロントの再
生、道路・通信などの社会資本整備等に
より、国際ビジネス交流拠点やにぎわい空
間を形成する。

大阪駅北区地区はいわゆる北ヤードの開
発エリアを示す名称であり、当該項目の目
標からみてまとまったエリアでの記述がふ
さわしいと思われるため
また、都市再生特別地区は緊急整備地域
内に限定されるため新たに「緊急整備地
域」を記述
さらに、都市計画の手法は都市再生特別
地区の適用以外も想定されるため「等」を
記述

大都市におけるビジネス機能を効果的に
高めるためには、これを支える都市内の社

大阪市 意見を反映しています。 170

5 2 2

幅広い世帯構成に対応した都心型住宅の
供給、生活利便施設の立地等により、職
住近接で交通負荷の少ない都市居住を
進めるとともに、親水空間・歩行者空間の
創出、都市公園の整備、良好な景観の形
成、密集市街地の整備等により、良好で
安全な都市環境を形成する。

都心部における幅広い世帯構成に対応し
た都市型住宅の供給、生活利便施設の立
地等により、職住近接で交通負荷の少な
い都市居住を進めるとともに、親水空間・
歩行者空間の創出、都市公園の整備、都
市緑化の推進、良好な景観の形成、密集
市街地の整備等により、快適で安全な都
市環境を形成する。

当該項目の目標（職住近接）からみて、企
業が集積する都心部における記述である
旨を明記した方が明快であるため

都市において、緑は最も身近に感じる自
然であり、人々の心にうるおいとやすらぎ
を与えることから、緑は良好な都市環境を
形成するうえで、重要な役割を果たす為、
整備の推進が必要。

大阪市 意見を反映しています。 171

5 2
（２）大都市におけるビジネス機能や生産
消費機能の中枢的役割の確保

（２）大都市におけるビジネス機能や生活
機能の中枢的役割の確保

生産機能について、①～④に具体的な記
述がなく、生活空間として大都市の役割を
示す②の内容が、原案からは分かりにくい
ほか、②の一部及び④の内容は住機能の
確保を記述していると思われるので、タイト
ルにも明記した方が明快であるため。

また、「生産機能」については、既に第３節
において具体的な戦略が示されているた

大阪市 意見を反映しています。 172

5 3 2
土地利用規制（用途・容積）の見直し等に
より、

戦略的な土地利用規制誘導（用途地域・
容積率等）により、

コンパクトシティを実現する政策に基づい
た誘導であることを明確にするため。

大阪市 意見を反映しています。 173

5 4 1
・・・放棄された耕作地や人工林の解
消なども含めて・・・

・・・放棄された耕作地や針広混交林
化なども含めて・・・

人工林の解消の意味が不明。このまま
では、森林を森林外に転用する意味
にとれる。

滋賀県 意見を反映しています。 174

5 4 4 全文 削除 意味するところが分かりにくいため。 滋賀県
国土保全、限界集落維持に関
する戦略を記述したものです。

175
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節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

5 2 4

老朽化した住宅の更新・改善を行うととも
に、持続的な地域コミュニティが再生する
ための取り組みを支援することにより、千
里ニュータウン等の再構築を図る。

老朽化した住宅の更新・改善を行うととも
に、持続的な地域コミュニティがを形成･維
持するための取り組みを支援することによ
り、ニュータウンを含めた既成住宅市街地
の再構築を図る。

・コミュニティを作りから始める場合もある
・千里NTは規模・立地条件が際立ってい
るケースであり,例示としては不適当。広く
既成住宅市街地全般で共通した戦略であ
る。

大阪市 意見を反映しています。 176

5 追加

地域資源を活用した地域産業の形
成・強化
①各地域の地域資源を活用した新商
品・新サービスの開発・市場化を総合
的に支援し、地域産業発展の核となる
新事業を創出する。
②農林水産業、商業、工業が連携し、
新商品開発や販路拡大等について、
人材や知恵などの経営資源を結集す
る「農商工連携」の取組を推進する。
③企業立地を呼び込む広域的な連携
基盤への投資、歴史・文化等を活かし
たまちづくり
など、広域地方計画に即した地域の
戦略的な取組への支援を行う。

地域再生戦略として地域の活性化に
ついての項目が必要
（２）と（３）の間が妥当と考える。

経産局 意見を反映しています。 177

6 1 1
広域的な各種機能の配置計画や相互
利用協定等を策定し、それに基づき地
域間で役割分担する

広域的な各種機能の配置計画や緊急
時における相互利用協定等を策定し、
地域間での連携を強める

基本的には各都道府県、各市町村で
の取組みである

大阪府 意見を反映しています。 178

6 2 2
②全国基準に上乗せした関西独自の基
準を定める等により、移動空間および建築
物内のバリアフリー化を集中的に進める。

（削除）
全国基準に上乗せした関西独自の基準を
定めるという方針について、現在の進捗状
況を踏まえた検討が必要。

大阪市

バリアフリーの新たな取り組み
を提案したもので、実現に向け
ては十分な議論が必要と考え
ています。

179

6 3 3

③市民農園などを活用し、多くの人が
緑に触れる機会を確保すること等によ
り、高齢者のいきがいづくりや世代間
の交流を進める。

③公園や市民農園などを活用し、多く
の人が緑に触れる機会を確保すること
等により、高齢者のいきがいづくりや世
代間の交流を進める。

多くの人が緑に触れることができ、高
齢者のいきがいづくりや世代間交流を
進める場として、公園が重要と考えら
れるため。

大阪府 意見を反映しています。 180

6 3 地域コミュニティの再生
地域コミュニティの再生と減災・防犯ま
ちづくりの支援

防犯に関する戦略がないため、追加し
たもの

神戸市 意見を反映しています。 181

6 3 地域コミュニティの再生 地域コミュニティの形成・維持・再生
地域によっては、地域コミュニティを「再
生」するのではなく、ゼロから「構築」する
場合や、良好な状態を「維持」する場合が

大阪市 意見を反映しています。 182

7 1 1
災害リスクを低減させるため、都市基
盤施設や建築物の耐震化や密集住宅
市街地の再開発、

災害リスクを低減させるため、都市基
盤施設や住宅をはじめとする建築物
の耐震化や密集住宅市街地の再開

建築物全般ではなく、特に住宅の耐
震化が重要と考える。

神戸市 意見を反映しています。 183

7 1 1 密集市街地の再開発 密集市街地の整備
再開発に限る必要がなく、もう少し幅広な
表現に改める方が望ましいため。

大阪市 意見を反映しています。 184

7 1 1

災害リスクを低減させるため、都市基
盤施設や建築物の耐震化や密集市街
地の再開発、河川、海岸保全施設の
強化等を図るとともに、災害危険箇所
の明示や土地利用の規制等により住
居等の移転を誘導・促進させる。

災害リスクを低減させるため、都市基
盤施設や建築物の不燃化・耐震化や
密集市街地の再開発、河川、海岸保
全施設の強化等を図るとともに、災害
危険箇所の明示や土地利用の規制等
により住居等の移転を誘導・促進させ

不燃化の追加。 大阪府 意見を反映しています。 185
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節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

7 1 1
・・・都市基盤施設や建築物の耐震化
や・・・

・・・都市基盤施設や建築物の耐震・耐
水化、・・・・

●耐震化だけでなく、水害に備えた耐
水化も必要と考えられるため。
●「や」が連続するため。

滋賀県 意見を反映しています。 186

7 1 2

災害時の円滑な救援・救助・復興が可能
な体制を構築するため、基幹的広域防災
拠点や災害時にも機能する緊急輸送道
路・港湾等の整備、また、水・食料や仮設
住宅等の復旧資材の備蓄等を図る。

災害時の円滑な救援・救助・復興が可能
な体制を構築するため、基幹的広域防災
拠点や災害時にも機能する緊急輸送道
路・港湾等の整備、また、水・食料や仮設
住宅等の復旧資材の相互援助及び共同
所有・分散備蓄等を図る。

災害時におけるリスク分散を図る必要があ
るため。

大阪市 意見を反映しています。 187

7 1 3
広域災害に対する複数の自治体が一
体となった防災計画や、

広域災害に対する自治体間の連携体
制の強化や、

広域的な防災計画（災害対策基本法
第４３条にいう「相互間地域防災計画」
をイメージしているのか。）について、
必要性の有無が不明であるため、自
治体間の連携体制の強化を図るという
文言の方が、広範囲に理解が可能で

大阪府 意見を反映しています。 188

7 1 3
複数の公的機関・民間事業者等が一
体となったＢＣＰ（業務継続計画）を策
定する。

公的機関・民間事業者等がそれぞれ
に策定するＢＣＰ（業務継続計画）間の
連携強化を図る。

複数の機関が一つのＢＣＰを策定する
というイメージが沸かない。ＢＣＰは、各
機関ごとに策定するものであり、相互
に影響するものであるので、協力な連
携が重要であると考えるから。

大阪府 意見を反映しています。 189

7 1 4

災害時の防災情報が住民に伝わる体
制を確立するため、行政機関や大規
模公共施設・集客施設、報道機関、通
信会社等を情報通信ネットワークで接
続する。

災害時の防災情報が住民に伝わる体
制を確立するため、行政機関や大規
模公共施設・集客施設、報道機関、通
信会社等が有する情報通信ネットワー
クを活用する。

各機関は既に有線あるいは無線の
ネットワークで接続されており、その
ネットワークを使って防災情報の共有
や住民への情報提供を実施している。
案にある情報通信ネットワークに各機
関が接続しても、どのような情報を共
有し住民に提供するのかが不明であ
る。そのため、各機関は、案にある情
報通信ネットワークに接続するより、既
存ネットワークの情報流通経路を再確
認のうえその活用を図るほうが、住民
への効率的な防災情報の提供につな

大阪府 意見を反映しています。 190

7 1 6 追加

災害に強くしなやかなまちづくりを進め
ていくため、各種のハザード情報を土
地利用計画やまちづくり計画に反映さ
せていく。

防災・減災の視点からの、広域的なま
ちづくり戦略が必要と考えられるため。

滋賀県 意見を反映しています。 191

7 1 7 追加

豪雨や渇水など気候変動の影響を極
力緩和していくため、雨水の各戸貯留
や森林、農地の保全などにより、健全
な水循環系の再生に努めていく。

降雨量の増大とあわせて、異常渇水
の頻発化が予測され、流域一体となっ
た取り組みが必要なため。

滋賀県 意見を反映しています。 192

7 2 1

防災関連機関の共催による国内外の
防災関係者を対象とした防災研修を
実施し、防災に関するノウハウや防災
技術を世界に普及させる。

防災関連機関の共催による国内外の
防災関係者を対象とした防災研修を
実施すると共にし、阪神・淡路大震災
の経験と教訓などの防災に関するノウ
ハウや防災技術を世界に普及させる。

近畿圏にとって、阪神・淡路大震災の
経験と教訓は打ち出すべきと考える。

神戸市 意見を反映しています。 193

22



節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

7 記述なし

【追加】
（３）防犯対策の推進
　①地域において住民が安全で安心
して暮らせるまちづくりを推進するた
め、自主防犯意識の高揚と人材の育
成を図り、自主防犯・防災活動と一体
として行う組織の結成及び活性化を促
進する。

本県並び全国的に、平成14年におい
て刑法犯認知件数が戦後最高となっ
たため、地域住民が安全で安心して
暮らせるように平成15年から各都道府
県において生活安全条例の制定を始
めとして様々な自主防犯活動に行政、
地域住民及び事業所等が取り組んで
いる。
その事業効果が現れ刑法犯認知件数
は減少傾向にあるが、今後においても
自主防犯意識を高揚させ各府県にお
いても様々な活動を継続して実施し、
近畿圏において地域住民が安全で安
心して生活できる犯罪に強い社会づく

奈良県 意見を反映しています。 194

1 1 3 共通理念に基づきパッケージ化した地
域づくりの取組に対して、国や府県等
の支援事業の優先採択、特区や規制
緩和、道路や通信などの社会資本の
整備、地域共通ファンド等を通じて圏

共通理念に基づき、産業戦略、景観、
公共事業、ライフスタイル等をパッケー
ジ化した地域づくりの取組について、
特区制度による規制緩和、地域共通
ファンドによる支援等により推進する。

趣旨を適正に表現するとともに、パッ
ケージの例示を表現した方が分かり易
い

整備局

意見を反映しています。

195

1 1 4 本物の伝統文化やものづくりなど、関
西の質にこだわった本物の地域づくり
を圏域内外に発信する。

何事にも高品質にこだわる関西の地
域づくりを圏域内外に発信する。

本物を適正に表現した 整備局
意見を反映しています。

196

1 2 1 関西のかけがえのない歴史・文化資産
などの地域資源を、圏域共通の資産と
して関係者全員で保全する。

日本の歴史・文化においてかけがえの
ない関西に残る遺産を、圏域共通の
資産として指定し、保全する。

表現の整理、適正化 整備局
意見を反映しています。

197

1 2 2 上記の歴史・文化資産の価値が十分
発揮されるよう、周辺地域と一体となっ
た地域づくりを展開する。

歴史・文化資産の価値が十分発揮さ
れるよう、そのものだけでなく、周辺の
建築物や景観の保全などを一体的に
捉え地域づくりを展開する。

表現の整理、適正化 整備局

意見を反映しています。

198

1 2 4 まちなみや建築物の保全・規制（緩和
を含む）、歴史・文化資産の保全に要
する費用の所有者負担軽減策（例：
ファンド）等を講ずる。

まちなみや建築物の保全・規制（緩和
を含む）、歴史・文化資産の保全に要
する費用の所有者負担軽減策（例：
ファンド）等を講ずる。

例示の削除 整備局

意見を反映しています。

199

1 3 4 アジアをはじめとする外国人のニーズ
に対応した観光メニューや商品の開
発、他圏域や海外の交通機関での使
用も念頭においた共通ＩＣカードシステ
ムを構築すること等により、外国人観

「紀勢線などの高速道路網などの高速
交通ネットワークを拡充することにより、
交通アクセスの不便な観光地を解消
し、圏域内外から観光客を呼び込む」

④ではなく新たに⑥とする。 整備局

意見を反映しています。

203

1 3 5 多言語案内表示や自律移動支援シス
テム等による観光地における交通・観
光施設や観光案内のバリアフリー化す
ることにより、内外の観光客の受入環
境を整備する。

「鳥取豊岡宮津自動車道など観光地
間を繋ぐ高速交通ネットワークを整備
することにより、広域的な周遊観光を
活性化させる。」

⑤ではなく新たに⑦とする。 整備局

意見を反映しています。

204

2 1 関西全体の経済的総合力の向上 関西全体での総合的な経済力の向上 表現の整理 整備局 意見を反映しています。 205
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節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

2 1 1 各地域に集積する高度かつ多様な産
業や研究施設等の経済的基礎ポテン
シャルを交通・情報通信ネットワークに
より有機的に結び、相互の連携強化を
図り、圏域全体で経済的な総合力を
高める。

各地域に集積する高度かつ多様な産
業や研究施設等の経済的基礎ポテン
シャルを鉄道の相互乗り入れ、交通結
節点の改善や交通・情報通信ネット
ワークの整備等で有機的に結ぶことに
より、相互の連携強化を図り、圏域全
体で総合的な経済力を高める。

具体的な内容を追加表現 整備局

意見を反映しています。

206

2 2 関西全体の情報発信力の強化 情報発信力の強化 表現の整理 整備局 意見を反映しています。 208
2 2 1 文化・観光をはじめ日本を代表する情

報を東京経由ではなく関西から発信
するとともに、共通ファンドの創設等、
関西全体で取り組むべき課題につい
て意思決定・推進するための運営組
織を構築する。

国際的な会議や見本市等の開催、国
際機関や各国領事館等の誘致、有識
者・著名人の招聘等により、魅力的な
情報の量を確保しマスコミを誘致する
ことで、関西の情報発信力を高め、日
本全国の情報を（東京経由ではなく）

内容が抽象的であり、具体の内容がわ
かるよう修正

整備局

意見を反映しています。

209

2 2 2 関西全体の共同プロモーション組織を
設立し、国内外の主要都市にプロ
モーションの拠点を整備することによ
り、関西の多彩な情報を発信する。

追加 整備局

意見を反映しています。

210

2 2 3 機関毎に案内表示が異なる類似施設
の統一サイン化など、ユーザーサイド
の視点で、利用しやすい情報提供環
境を整備する。

追加 整備局

意見を反映しています。

211

2 4 1 新名神自動車道等の高速交通ネット
ワークの整備や料金施策による本州
四国連絡道路等の有効活用により、
産業や観光等の面で中部、中国、四
国、北陸等の隣接圏域との相互依存
関係を深め、これら圏域と一体となっ
た大交流圏域を実現することにより、
首都圏に匹敵する経済規模の中心核

新名神自動車道等の高速交通ネット
ワークの整備や料金施策による本州
四国連絡道路等の有効活用により、
産業や観光等の面で隣接圏域との相
互依存関係を深め、これら圏域と一体
となった一大経済圏を形成する。

表現の整理 整備局

意見を反映しています。

212

3 1 1 層の厚いものづくり基盤、大学・研究
機関等の集積を活用し、産学官連携
による産業クラスター形成を推進する
こと等により、次世代産業（バイオ・ライ
フサイエンス、未来型情報家電・ロボッ
ト等）やクリエイティブ産業（コンテンツ
産業等）の育成を図る。

多様で層の厚いものづくり基盤、大
学・研究機関等の集積を活用し、それ
ぞれが有する技術・研究情報のデータ
ベース化、フェイスｔｏフェイスの交流機
会の提供等により、次世代産業（バイ
オ・ライフサイエンス、未来型情報家
電・ロボット等）やクリエイティブ産業（コ
ンテンツ産業等）の発展に資するイノ

整備局

意見を反映しています。

213

3 1 4 今後５年間で地積調査を集中的に実
施し、用地取得を容易にすることによ
り、企業の立地、ベンチャーの起業を

追加 整備局
意見を反映しています。

214

3 2 2 世界のグローバル競争下において成
長する関西産業を形成するため、圏域
間はもとより、隣接圏域や海外との連
携及び交流促進を図る。

削除 整備局

意見を反映しています。

215

3 3 2 大阪湾ベイエリアに集積する企業間連
携を強化し、環境保全・高付加価値
化・新産業創出等を促進することによ
り都市型スーパーコンビナートの形成

削除 整備局

意見を反映しています。

216
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節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

3 4 アジア・ゲートウェイを担うシームレスな
物流ネットワークの構築

陸海空の総合的な物流機能の強化 整備局
意見を反映しています。

218

3 4 4 我が国初の２４時間空港である関西空
際空港２期事業において、国際貨物
ターミナルの整備とあわせ、埋め立て
地に多機能集約型物流拠点を整備す
ることで、我が国の国際航空物流に関
する一大基地を形成する。

我が国初の２４時間空港である関西空
際空港２期事業において、国際貨物
ターミナルの整備とあわせ、埋め立て
地に多機能集約型物流拠点を整備す
ることで、我が国の国際航空物流に関
する一大基地を形成する。

整備局

40の意見に含まれるものとし
て、修正します。

219

4 2 1 環境負荷の少ないライフスタイル・企
業経営への転換を図るため、公共交
通機関の利用促進や自動車の流入規
制、有料道路の料金施策等を図る。

公共交通機関の利用促進や都市中心
部への自動車の流入規制、有料道路
の料金施策等により、環境負荷の少な
いライフスタイル・企業経営への転換

表現の整理 整備局

意見を反映しています。

221

4 2 2 都市部のヒートアイランド現象を緩和さ
せるため、下水処理水や地下鉄等か
らの湧水等を活用した「せせらぎ」の創
出や公共空間等の緑化、風の道を考
慮したオープンスペースの整備等を図

下水処理水や地下鉄等からの湧水等
を活用した「せせらぎ」の創出や公共
空間等の緑化、風の道を考慮した
オープンスペースの整備等により、都
市部のヒートアイランド現象の緩和を

表現の整理 整備局

意見を反映しています。

222

4 3 1 ごみ処理の有料化等により、ごみを削
減する。

ごみ処理の有料化等により、ごみの発
生量を抑制する。

表現の整理 整備局
意見を反映しています。

223

4 4 健全な水循環の管理 健全な水循環流域圏の統合管理 表現の整理 整備局 意見を反映しています。 224
4 4 1 琵琶湖・淀川流域圏や大阪湾等広域

的な水管理が必要な流域圏において
生態系や水循環を総合的に管理する
ため、水循環や水質汚濁等のメカニズ
ムを解明するとともに、多様な主体が
参画した流域管理体制を構築する。

琵琶湖・淀川流域圏や大阪湾等広域
的な水管理が必要な流域圏におい
て、多様な主体の参画により生態系や
水循環を総合統合的に管理するた
め、水循環や水質汚濁等のメカニズム
を解明するとともに、多様な主体が参
画した流域管理体制を構築する。

表現の整理 整備局

60､62､159､160の意見を踏ま
え、修正します。

225

5 2 4 老朽化した住宅の更新・改善を行うと
ともに、持続的な地域コミュニティが再
生するための取り組みを支援すること
により、千里ニュータウン等の再構築
を図る。

老朽化した住宅の更新・改善、遊休地
の活用や区画の再編による生活利便
施設の整備を行うとともに、持続的な
地域コミュニティが再生するための取り
組みを支援することにより、千里ニュー
タウン等の再構築を図る。

表現の整理 整備局

意見を反映しています。

229

5 4 2 活力ある農山漁村に再生するため、経
営基盤を安定させながら、地域力の発
掘を担う人材育成や農林水産業の再
生を図る。

行政・民間の出資によりファンドを創設
し、所得保障により担い手を確保し、
森林の手入れなど中山間地域の適切
な国土管理を行う。

内容が抽象的であり、具体の内容がわ
かるよう修正

整備局

意見を反映しています。

230
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節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

3 1 技術研究開発助成制度、新技術開発
支援の推進。

産官学連携の技術開発について進め
ているので追記してはどうか。

整備局
具体の取り組み内容をお示し
頂ければ反映します。 22

3 　
広域ブロック間の連携強化（追加の提
案）

全国計画では、ブロックの枠を
超えた連携の必要性が指摘されてい
るため

関西経済
連合会

具体の取り組み内容をお示し
頂ければ反映します。

45

7 1 新技術開発支援の推進。 防災に関する技術についても、産官学
連携の技術開発について進めている
ので追記してはどうか。 整備局

具体の取り組み内容をお示し
頂ければ反映します。

95

3 3 大阪湾ベイエリアの機能強化と再配置

現在、大阪府・兵庫県・和歌山県・大
阪市・堺市・神戸市等の関係団体であ
る財団法人大阪湾ベイエリア開発推
進機構（H19年7月に関西広域機構と
事務局統合）が、「大阪湾ベイエリア開
発整備のグランドデザイン」について
の議論を始めると聞いており、その議
論との調整が必要。

神戸市
今後、戦略を進めるにあたり、
具体の調整等、ご教示頂きま
すようご協力お願いします。

132

意見照会①　　『第３部　戦略』に関して修正及び追加の提案があれば記載してください。

意見集約表　（　項目提案のみの意見　）

1



節　NO （　）NO ○NO 原案 修正案 修正理由 機関名 回答 番号

5 1 1

京阪神都市圏と日本海側や紀伊半島
を結ぶ交通ネットワークや・・・を整備
することにより、多様な人・モノ・情報等
の都市と農産漁村の往来を支える。

京阪神都市圏や首都圏等人口集積
地域と日本海側や紀伊半島を結ぶ交
通ネットワークや・・・を整備することに
より、多様な人・モノ・情報等の都市と
農産漁村の往来を支える。

都市と農産漁村の交流を促進するた
めには、都市部は京阪神都市圏のみ
に限定せず、より大きな人口集積地で
ある首都圏との交流も対象とすべき。

兵庫県

都市と自然同時に享受できる
近畿の特性を活かす戦略であ
り、京阪神都市圏と考えていま
す。

73

6 2 2

②全国基準に上乗せした関西独自の
基準を定める等により、移動空間およ
び建築物内のバリアフリーかを集中的
に進める。

全文削除
バリアフリーにおいて何をすることが上
乗せになるか議論がされていないた
め。

整備局

バリアフリーの新たな取り組み
を提案したもので、実現に向け
ては十分な議論が必要と考え
ています。

85

3 5 1
関西国際空港と主要なビジネス・研究拠
点とを結ぶ交通ネットワークの拡充により
アジアとの日帰り圏を拡大する。

関西国際空港と主要なビジネス・研究拠
点とを結ぶ交通ネットワークの拡充により
アジアからの日帰り圏を拡大する。

日本のオフィスからアジアとの日帰りはあ
まり想定されないため。

大阪市
原案のままとします。
関西からも対象と考えていま
す。

140

4 1 1
地球温暖化問題に対して、圏域全体
のＣＯ２発生量の目標値を定め、圏域
全体でマネジメントする。

保留
圏域単位でＣＯ２排出量管理を行うス
キームの必然性、合理性、可能性につ
いての整理が必要。

滋賀県

圏域独自の取組として提案し
たもので、実現に向けて十分な
議論が必要と考えています。 148

4 3 1
ごみ処理の有料化等により、ごみを削
減する

削除

有料化することによって家庭用等ごみ
の排出が縮小する可能性はあるが、そ
のことが環境に配慮した循環型社会に
繋がるとはいえない。

農政局
相反する意見があり調整が必
要

151

4 3 1
ごみ処理の有料化等により、ごみを削減
する。

生活ごみ排出量の抑制と市民意識を高
めるために、ごみ処理の有料化等を行
う。

文言整理 大阪市
相反する意見があり調整が必
要

152

5 4 4 全文 削除 意味するところが分かりにくいため。 滋賀県
国土保全、限界集落維持に関
する戦略を記述したものです。

175

6 2 2
②全国基準に上乗せした関西独自の基
準を定める等により、移動空間および建築
物内のバリアフリー化を集中的に進める。

（削除）
全国基準に上乗せした関西独自の基準を
定めるという方針について、現在の進捗状
況を踏まえた検討が必要。

大阪市

バリアフリーの新たな取り組み
を提案したもので、実現に向け
ては十分な議論が必要と考え
ています。

179

意見照会①　　『第３部　戦略』に関して修正及び追加の提案があれば記載してください。

反映していない意見　（　相反する意見　）
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